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第１章　計画の位置付け第１章　計画の位置付け

１．高齢者福祉計画中間見直しの趣旨

（１）中間見直しの目的
　豊川市高齢者福祉計画は、平成３０年度から令和５年度までの６年間を計画期間として策定されま
した。
　計画期間の前半には、高齢者人口のさらなる増加、平成２９年度から開始した介護予防・日常生活
支援総合事業の実施、平成３０年度からの東三河広域連合による介護保険事業の統合の影響があり、
これらを踏まえた施策を計画に位置付け、展開してきました。
　そして、計画期間の後半には、東三河広域連合が策定する第８期介護保険事業計画との整合性や地
域共生社会への取り組み、認知症の方への支援、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施への取り
組みなど、新たな事業への対応が求められています。
　これらを踏まえ、計画期間前半の取り組みの検証を行うとともに、後半の施策を検討し、また、新
たな事業への対応について記載することで、課題の変化に対応した計画とするため、計画期間の折り
返しにあたり中間見直しを行うものです。

（２）中間見直しの基本的な考え方
　今回の見直しは、６年間を計画期間とする豊川市高齢者福祉計画の中間見直しであるため、基本理
念や基本目標はそのままに、新たな施策や変更が必要な箇所のみを見直します。
　なお、見直しにあたり、２０１５年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための
２０３０アジェンダ」に記載された、２０１６年から２０３０年までの国際目標であるＳＤＧｓが目
指す「誰一人として取り残さない社会の実現」を意識して、これからの豊川市の高齢者福祉のあり方
を検討しました。

※ＳＤＧｓについては９5ページをご参照ください。

第１章　計画の位置付け
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（３）法令等の根拠
　本計画は、老人福祉法第２０条の８の規定に基づき策定するものであり、介護保険法第１１７条の
規定に基づき東三河広域連合が策定する「介護保険事業計画」と一体性を持ちながら策定するものです。

□老人福祉法（第２０条の８関係一部抜粋）
①市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（老人福祉事業）の供給体制の
確保に関する計画（老人福祉計画）を定める。

②老人福祉計画は、次に掲げる事項を定める。
◦確保すべき老人福祉事業の量の目標
◦老人福祉事業の量の確保の方策
◦その他老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項

③老人福祉計画は、介護保険法第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画と一体のも
のとして作成されなければならない。

□介護保険法（第１１７条関係一部抜粋）
①市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給
付の円滑な実施に関する計画（介護保険事業計画）を定める。

②介護保険事業計画は、次に掲げる事項を定める。
◦施設の必要利用定員、介護給付等対象サービス量の見込みや見込量の確保のための方策
◦地域支援事業に要する費用の額、地域支援事業の量の見込みや見込量の確保のための方策　
など

③介護保険事業計画は、要介護者等の人数や要介護者等のサービス利用に関する意向その他の事
情を勘案して作成されなければならない。

④介護保険事業計画は、老人福祉法第２０条の８第１項に規定する老人福祉計画と一体のものと
して作成されなければならない。

【参　考】

（４）東三河広域連合による介護保険の運営
　第７期介護保険事業計画期間の開始年度である平成３０年４月から、東三河を構成する８市町村の
介護保険事業を統合し、東三河広域連合が保険者として主体的に制度の運営を担っています。
　構成市町村は、介護保険に係る相談や地域支援事業の実施など、住民の身近な窓口として引き続き
介護保険事業に関わっています。
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（５）他計画との関係

① 第６期豊川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画との関係
　本計画は、「老人福祉法」に基づき策定されるものです。第６期豊川市高齢者福祉計画・介護保険
事業計画までは、本市が高齢者福祉計画と介護保険事業計画を策定していましたが、平成３０年度か
らは第７期介護保険事業計画を東三河広域連合が策定し、高齢者福祉計画は本市が策定することにな
りました。しかしながら、両計画は一体的に策定されるべきとされているため、東三河広域連合が策
定する介護保険事業計画と連携・調和を図る必要があります。

第６期豊川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画
（Ｈ２７～Ｈ２９）

豊川市高齢者福祉計画

Ｈ３０～Ｒ５
（Ｒ３中間見直し）

東三河広域連合
介護保険事業計画

第７期（Ｈ３０～Ｒ２）

第８期（Ｒ３～Ｒ５）

[年度]

連携・調和

第１章　計画の位置付け
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国（根拠法）

老 人 福 祉 法

介 護 保 険 法

愛知県

あいち健康福祉ビジョン

愛知県高齢者健康福祉計画

東三河広域連合

介護保険事業計画
連携・調和

豊川市

豊川市総合計画
（まちづくりの指針）

豊川市高齢者福祉計画

とよかわ健康づくり計画
豊川市障害者福祉基本計画
　　　　　　　　など

豊
川
市
地
域
福
祉
計
画

（
福
祉
分
野
の
総
合
的
・
横
断
的
な
計
画
）

② その他関連計画等との調和
　本計画は、東三河広域連合が策定する介護保険事業計画と連携・調和を図りながら、愛知県の「あ
いち健康福祉ビジョン」や「愛知県高齢者健康福祉計画」、また本市の「地域福祉計画」「とよかわ健
康づくり計画」「豊川市障害者福祉基本計画」などと調和を図りつつ、これからの課題解決に向けた
取組を推進します。
　また、地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法第５２号）が
令和２年６月１２日付けで公布され、市町村は、高齢、障害、子ども、生活困窮など制度別に設けら
れた各種支援を一体的に実施することにより、地域生活課題を抱える地域住民やその世帯に対する支
援体制と、地域福祉推進のために必要な環境を整備する、重層的支援体制整備事業を順次、実施する
ことが求められています。本市においても、本計画との連携・調和を図りながら準備を進めます。
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地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の重層的な支援体制の構築の支援
◯地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（※）する中で、以下のような課題がある。
・	従来の属性別の支援体制では、対応が困難。
・属性を超えた相談窓口の設置等の包括的な支援体制の構築を行う動きがあるが、各制度毎の国庫補助金の制度間流用にならないよ
うにするための経費按分に係る事務負担が大きい。

◯このため、市町村が包括的な支援体制を円滑に構築できるような仕組みを創設することが必要。

（※）一つの世帯において複数の課題が存在している状態（８０５０世帯や、介護と育児のダブルケアなど）、世帯全体が地域から孤立している状態（ごみ屋敷など）

新たな事業の全体像新たな事業の全体像

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

◯市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を
構築するため、Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を実施する事業を創設する。

　－ 事業実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援は全て必須　　－ 新たな事業は実施を希望する市町村の手あげに基づく任意事業
◯新たな事業を実施する市町村に対して、関連事業に係る補助等について一体的な執行を行うことができるよう、交付金を交付する。

相談支援にかかる一体的実施のイメージ相談支援にかかる一体的実施のイメージ
◯高齢、障害、子ども、生活困窮の各制度に
おける関連事業に係る補助について、一体
的な執行を行うことができる仕組みとする。

現行の仕組み現行の仕組み 相談支援相談支援

属性や
世代を
問わない
相談

高齢分野の相談

障害分野の相談

子ども分野の相談

生活困窮分野の相談

Ⅰ 相談支援Ⅰ 相談支援 Ⅱ 参加支援Ⅱ 参加支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援Ⅲ 地域づくりに向けた支援

・世代や属性を超えて住民同士が交流できる場や居場所の確保
・交流・参加・学びの機会を生み出すためのコーディネート
※	これまで結びつきのなかった人と人がつながり、新たな参加
の場が生まれ、地域の活動が高まる。

・属性や世代を問わな
い相談の受け止め
・多機関の協働をコー
ディネート

・アウトリーチも実施

・既存の取組では対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）
※既存の取組で対応できる部分は、既存の取組を活用

包括的な
相談支援の体制

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状態にないひきこもり
状態の者を受け入れる 等

Ⅰ～Ⅲを通じ、
継続的な伴走
支援を実施

就労支援 見守り等居住支援
（狭間のニーズへ
の対応の具体例）

重層的支援体制整備事業における３つの支援の内容

新
た
な
事
業
（
Ⅰ
〜
Ⅲ
）
の
支
援
を
一
体
的
に
実
施

Ⅰ 相談支援

◦介護（地域支援事業）、障害（地域生活支援事業）、子ども（利
用者支援事業）、困窮（生活困窮者自立相談支援事業）の相
談支援に係る事業を一体として実施し、本人・世帯の属性
にかかわらず受け止める、相談支援を実施

◦以下の２つの機能を強化
①多機関協働の中核の機能（世帯を取り巻く支援関係者全
体を調整する機能）

②個別制度につなぎにくい課題等に関して、アウトリーチ
も含め継続的につながり続ける伴走支援を中心的に担う
機能

Ⅰ～Ⅲを通じ、
◦継続的な伴走支援
◦多機関協働によ

る支援を実施

※支援プランの作成
（多機関協働と
一体的に実施）

Ⅱ 参加支援

◦介護・障害・子ども・困窮等の既存制度については緊密な
連携をとって実施するとともに、既存の取組では対応でき
ない狭間のニーズに対応するため（※１）、本人のニーズと
地域の資源との間を取り持つことで多様な資源の開拓を行
う、総合的な支援機能を確保し、本人・世帯の状態に寄り添っ
て、社会とのつながりを回復する支援（※２）を実施

　（※１）世帯全体としては経済的困窮の状態にないが、子がひきこもり
　　　　であるなど
　（※２）就労支援、見守り等居住支援 など

◦長く社会とのつながりが途切れている者に対しては性急な
課題解決を志向せず、段階的で時間をかけた支援を行う

Ⅲ 地域づくりに向けた
　 支援

◦介護（一般介護予防事業、生活支援体制整備事業）、障害（地
域活動支援センター）、子ども（地域子育て支援拠点事業）、
困窮（生活困窮者のための共助の基盤づくり事業）の地域
づくりに係る事業を一体として実施し、地域社会からの孤
立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活
躍の場を確保する地域づくりに向けた支援を実施

◦以下の場及び機能を確保
①住民同士が出会い参加することのできる場や居場所
②ケア・支え合う関係性を広げ、交流や活躍の場を生み出
すコーディネート機能

第１章　計画の位置付け
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平成
２７
年度

(2015)

平成
２８
年度

(2016)

平成
２９
年度

(2017)

平成
３０
年度

(2018)

令和
元

年度
(2019)

令和
２

年度
(2020)

令和
３

年度
(2021)

令和
４

年度
(2022)

令和
５

年度
(2023)

令和
６

年度
(2024)

令和
７

年度
(2025)

令和
８

年度
(2026)

令和
９

年度
(2027)

令和
10
年度

(2028)

令和
11
年度

(2029)

豊川市
高齢者

福祉計画

（中間見直し）

東三河
広域連合
介護保険
事業計画

２．計画期間

　本計画は、平成３０年度を初年度として、令和５年度までの６年間を計画期間としています。ただし、
東三河広域連合が策定する第７期介護保険事業計画は、平成３０年度から令和２年度までの３年間の
計画となっており、令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とする第８期介護保険事業計
画との連携・調和は今回の中間見直しにおいて図ります。なお、計画の終期は共に令和５年度である
ため、本計画の終期に変更はありません。
　なお、本中間見直しでは、「団塊の世代」が全て７５歳以上の後期高齢者となる令和７年（２０２５
年）、更に「団塊ジュニア」の方が全て６５歳以上の前期高齢者となる令和２２年（２０４０年）の
双方を見据えた中長期的な視野に立った将来推計を行います。

第６期豊川市
高齢者福祉計画・
介護保険事業

計画

豊川市高齢者福祉計画
平成３０（2018）年度
～令和５（2023）年度

豊川市高齢者福祉計画
令和６（2024）年度

～令和１１（2029）年度

第７期計画 第８期計画 第９期計画 第10期計画
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2020） （2025）

【推計値】
（人）

■年少人口（０～14歳）　　■生産年齢人口（15～64歳）　　■前期高齢者人口（65～74歳）　　■後期高齢者人口（75歳以上）

25,970

112,649

24,653

23,046

186,318

25,640

112,997

24,144

23,908

186,689

25,602

112,837

24,011

24,339

186,789

25,386

112,853

23,924

24,695

186,858

25,179

112,915

22,947

25,816

186,857

24,865

112,979

27,011

21,922

186,777

24,571

112,997

28,163

20,900

186,631

24,285

113,002

28,891

20,243

186,421

平成29年平成28年平成27年平成22年

27,768

119,704

21,234

17,150

185,856

（2015）（2010）

26,628

113,282

24,851

20,434

185,195

26,452

112,890

25,012

21,336

185,690

26,194

112,784

24,840

22,203

186,021

【実績値】 ←→

令和12年
（2030）

22,846

112,183

29,533

19,965

184,545

令和1７年
（2035）

22,066

109,325

28,390

21,787

181,568

令和22年
（2040）

21,387

103,446

27,517

25,508

177,858

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

第２章　豊川市の現状と将来予測第２章　豊川市の現状と将来予測

１．高齢者人口の状況

　本市の総人口は、宝飯４町との合併後の平成２２年度から大きな変化はなく、本計画の最終年度で
ある令和５年度には１８６，７７７人と、ほぼ横ばいで推移した後、令和２２年度には１７７，８５８
人まで減少すると予測されています。
　この間、平成２８年度に高齢化率が２５．０％となり、令和２２年度には高齢化率は２９．８％まで
上昇すると見込まれています。

■人口の推移と推計

※ 平成２２年～令和元年：住民基本台帳／各年１０月１日、令和２年～２２年：東三河広域連合推計値

※令和元年１０月１日現在を基準日として、平成２２年～令和元年の住民基本台帳（外国人を含む）人口を使

用し、男女別×年齢１歳別にコーホート要因法により推計

※端数処理のため、合計が各数値の和に一致しない場合あり

第２章　豊川市の現状と将来予測
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2020） （2025）

【推計値】

（人）

　■　前期高齢者人口（65～74歳）　　　　 ■　後期高齢者人口（75歳以上）　　　　　　前期高齢化率（65～74歳割合）
　　　後期高齢化率（75歳以上割合）　　　　　　高齢化率（65歳以上割合）

24,653

23,046

47,699

24,144

23,908

48,052

24,011

24,339

48,350

23,924

24,695

48,619

22,947

25,816

48,763

21,922

27,011

48,933

20,900

28,163

49,063

20,243

28,891

49,134

（％）

25.6 25.7 25.9 26.0 26.1 26.2 26.3 26.4

13.2

12.4

12.8

12.9

13.0

12.9

13.2

12.8

13.8

12.3

14.5

11.7

15.1

11.2

15.5

10.9

平成29年平成28年平成27年平成22年
（2015）（2010）

24,840

22,203

47,043

25.3

13.4

11.9

【実績値】

25,012

21,336

46,348

25.0

13.5

11.5

24,851

20,434

45,285

24.5

13.4

11.0

21,234

17,150

38,384

20.7

11.4

9.2

←→

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

令和12年
（2030）

19,965

29,533

49,498

26.8

16.0

10.8

令和17年
（2035）

21,787

28,390

50,177

27.6

15.6

12.0

令和22年
（2040）

25,508

27,517

53,025

29.8

15.5

14.3

■高齢者人口及び高齢化率の推移と推計

※平成２２年～令和元年：住民基本台帳／各年１０月１日、令和２年～２２年：東三河広域連合推計値

※令和元年１０月１日現在を基準日として、平成２２年～令和元年の住民基本台帳（外国人を含む）人口を使用

し、男女別×年齢１歳別にコーホート要因法により推計

※端数処理のため、合計が各数値の和に一致しない場合あり
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令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2020） （2025）

←【推計値】

（人）

　　■高齢者単独世帯　　　　　　　　　　　■高齢者夫婦のみの世帯　　　　　　高齢者単独世帯割合
　　　高齢者夫婦のみの世帯割合　　　　　　高齢者単独・夫婦のみ世帯割合

6,548

7,325

13,873

6,595

7,429

14,024

6,633

7,494

14,127

6,673

7,536

14,209

6,724

7,566

14,290

6,765

7,568

14,333

6,782

7,542

14,324

（％）

19.8 20.0 20.0 20.1 20.2 20.2 20.1

10.5

9.4

10.6

9.4

10.6

9.4

10.7

9.4

10.7

9.5

10.6

9.5

10.6

9.5

【実績値】→

（2019）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

令和12年
（2030）

6,860

7,347

14,207

20.0

10.3

9.6

令和17年
（2035）

6,864

7,297

14,161

20.0

10.3

9.7

令和22年
（2040）

7,181

7,789

14,970

21.4

11.1

10.3

平成27年

6,157

6.645

12,802

18.7

9.7

9.0

（2015）

２．高齢者世帯の状況

　本市の高齢者単独世帯数、高齢者夫婦のみ世帯数及びこれらが総世帯に占める割合は、今後も増加
する見込みです。

■高齢者単独世帯・高齢者夫婦のみの世帯数及び総世帯に占める割合の推移と推計

　　　　　　　　  【実績値】→  ←【推計値】
平成２７年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和１２年 令和１７年 令和２２年

総世帯数
世帯数 68,585 70,025 70,265 70,487 70,717 70,894 71,062 71,141 71,192 70,666 69,981

％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

高齢者単独世帯
世帯数 6,157 6,548 6,595 6,633 6,673 6,724 6,765 6,782 6,860 6,864 7,181

％ 9.0 9.4 9.4 9.4 9.4 9.5 9.5 9.5 9.6 9.7 10.3

高齢者夫婦
のみの世帯

世帯数 6,645 7,325 7,429 7,494 7,536 7,566 7,568 7,542 7,347 7,297 7,789
％ 9.7 10.5 10.6 10.6 10.7 10.7 10.6 10.6 10.3 10.3 11.1

高齢者単独・
夫婦のみの世帯

世帯数 12,802 13,873 14,024 14,127 14,209 14,290 14,333 14,324 14,207 14,161 14,970
％ 18.7 19.8 20.0 20.0 20.1 20.2 20.2 20.1 20.0 20.0 21.4

※平成２７年１０月１日現在の世帯及び人口（国勢調査）を基準データとして、平成２２年～令和元年の住民基

本台帳（外国人を含む）を使用した推計人口に対して、男女別×年齢５歳階級別に世帯主率法により推計

※ 高齢者夫婦のみについては、夫の年齢のみを使用して世帯主率法を擬して推計

※ 端数処理のため合計が各数値の和に一致しない場合あり

第２章　豊川市の現状と将来予測
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令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2020） （2025）

←【推計値】

（人）

　　■要支援１　　■要支援２　　■要介護１　　■要介護２　　■要介護３　　■要介護４　　■要介護５　　　　　第１号認定率

5,274

（％）

649

【実績値】→

平成30年平成29年

699

877

926

1,136

607

380

13.3

15.4 15.7 16.0

17.3

平成28年平成27年平成22年
（2015）（2010）

6,890

687

857

1,035

1,241

1,692

728

650

7,139

668

859

1,011

1,213

1,880

778

730

7,255

653

902

1,043

1,193

1,993

790

681

7,485

662

941

1,060

1,276

1,868

917

761

7,559

646

942

1,029

1,328

1,766

1,025

823

7,751

661

965

1,054

1,363

1,814

1,050

844

7,963

679

993

1,083

1,402

1,865

1,076

865

8,225

698

1,024

1,120

1,451

1,930

1,110

892

8,452

713

1,049

1,1,50

1,492

1,988

1,141

919

8,659

728

1,073

1,179

1,530

2,040

1,168

941

8,853

742

1,099

1,208

1,567

2,087

1,191

959

14.8 15.0 15.0 15.3

16.5
16.9

17.7

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

令和12年
（2030）

9,785

817

1,228

1,340

1,747

2,322

1,295

1,036

19.4

令和1７年
（2035）

10,262

858

1,320

1,425

1,843

2,429

1,328

1,059

20.1

令和22年
（2040）

10,142

868

1,331

1,437

1,826

2,385

1,280

1,015

18.8

３．要介護・要支援認定者数の状況

　本市の要介護・要支援認定者数は、令和元年度の７，５５９人に対し、団塊の世代が全て７５歳以
上の後期高齢者となる令和７年度は８，８５３人と約１，３００人増加し、団塊ジュニアの方が全て
６５歳以上の高齢者となる令和２２年度は１０，１４２人と、今後も大幅に増加する見込みです。

■要介護・要支援認定者数（第１号・第２号被保険者）及び要介護認定率（第１号被保険者）の推移と推計

※令和元年１０月１日現在の男女別×年齢５歳階級別の人口及び令和元年９月３０日現在の要介護・要支援認

定者数を基準として推計

※ 端数処理のため、合計が各数値の和に一致しない場合あり
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令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年
（2020） （2025）

←【推計値】

（人）

　　■ Ⅱ　　■ Ⅲ　　■ Ⅳ～M　　　　　65歳Ⅱ以上割合　　　　　65歳Ⅲ以上割合

（％）

【実績値】→

平成27年
（2015）

2,810

1,557

4,769

402

9.9

4.1

3,202

1,826

5,346

318

11.1

4.5

3,287

1,876

5,491

328

11.4

4.6

3,382

1,933

5,651

336

11.8

4.7

3,498

1,999

5,842

345

12.2

4.9

3,601

2,053

6,006

352

12.5

5.0

3,696

2,104

6,160

360

12.8

5.1

3,785

2,157

6,308

366

13.1

5.3

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

令和12年
（2030）

4,212

2,431

7,054

411

14.7

5.9

令和17年
（2035）

4,432

2,602

7,472

438

15.5

6.3

令和22年
（2040）

4,372

2,619

7,428

437

15.5

6.4

４．認知症高齢者数の推移と推計

　本市の要介護等認定者における認知症自立度Ⅱ以上の認知症高齢者数は、要介護等認定者数の増加
に伴い、今後も増加する見込みです。

■認知症高齢者数の推移と推計

※認知症自立度について
　Ⅰ　何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。
　Ⅱ　日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。
　Ⅲ　日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さがときどき見られ、介護を必要とする。
　Ⅳ　日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。
　Ｍ　著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。
　　　（出典）「認知症である老人の日常生活自立度判定基準」の活用について」
　　　（平成５年１０月２６日老健第１３５号、厚生省老人保健福祉局長通知）

※令和元年１０月１日現在の住民基本台帳人口、令和元年９月３０日時点の要介護等認定者情報より集計・分

析した結果を基準としている。

※端数処理のため、合計が各数値の和に一致しない場合あり

第２章　豊川市の現状と将来予測
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20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

令和２年 令和７年
（2020） （2025）

（万人）

　　■各年齢の認知症有病率が一定の場合　　　　　■各年齢の認知症有病率が上昇する場合
　　　各年齢の認知症有病率が一定の場合　　　　　　各年齢の認知症有病率が上昇する場合

462

（％）

15.0

15.0

15.5

15.2

17.5

16.7

20.0

18.5

22.5

20.2

24.6

20.7

27.0

21.1

33.3

24.5

462

517

525

602

631

675

730

744

830

802

953

797

1,016

850

1,154

令和12年
（2030）

令和22年
（2040）

令和32年
（2050）

令和42年
（2060）

平成27年
（2015）

平成24年
（2012）

　また、国の高齢社会白書では、認知症高齢者数と有病率の将来推計についてみると、平成２４年
は認知症高齢者数４６２万人と、高齢者の約７人に１人（有病率１５％）でしたが、令和７年には
７３０万人と、約５人に１人（有病率２０％）になると推計されています。
　これを本市に当てはめてみると、下表「本市の認知症高齢者数の推計（要介護認定を受けていない
潜在的な認知機能障害者を含む）」となります。令和７年には、９，０００人を超えると推計されます。

■認知症高齢者数と推定有病率の推移と推計

資料：平成２９年度版高齢社会白書

■本市の認知症高齢者数の推計（要介護認定を受けていない潜在的な認知機能障害者を含む）

平成２７年（２０１５） 令和２年（２０２０） 令和７年（２０２５）
高齢者数（人） 45,285 48,350 49,134
有病率（％） 15.2 〜 15.5 16.7 〜 17.5 18.5 〜 20.0

認知症高齢者数（人） 6,883 〜 7,019 8,074 〜 8,461 9,089 〜 9,826
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音羽中学校区

中部中学校区

金屋中学校区

代田中学校区

西部中学校区

御津中学校区

小坂井中学校区

南部中学校区

東部中学校区

一宮中学校区

第２章　豊川市の現状と将来予測

５．日常生活圏域の設定

　日常生活圏域は、高齢者が日常生活を営む地域として、地理的条件、人口、交通事情などの社会的
条件、施設の整備状況などを総合的に勘案して設定されるものです。平成２４年４月から４圏域の体
制としています。圏域間の人口規模、高齢者数、圏域内の各地域の生活のつながりなどに配慮し、近
接の２～３中学校区を１圏域として設定してきましたが、平成２９年１０月１日現在においてもほぼ
バランスが取れていることから、本計画においても引き続いて同じ日常生活圏域としています。

○日常生活圏域について（令和２年１０月１日）

【 北 部 圏 域 】
・人 口 : 49,241 人
・高齢者人口 : 11,264 人
・高 齢 化 率 : 22.9%

【 東 部 圏 域 】
・人 口 : 46,331 人
・高齢者人口 : 12,339 人
・高 齢 化 率 : 26.6%

【 南 部 圏 域 】
・人 口：46,917 人
・高齢者人口：12,824 人
・高 齢 化 率： 27.3%

【 西 部 圏 域 】
・人 口 : 44,291 人
・高齢者人口 : 12,050 人
・高 齢 化 率 : 27.2%

◎：市役所
●：高齢者相談センター
▲：出張所
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第３章　高齢者を取り巻く現状と課題第３章　高齢者を取り巻く現状と課題

１．高齢者福祉に関するアンケート調査結果

（１）アンケートの実施概要
　東三河広域連合が第８期介護保険事業計画を策定するにあたり、令和元年度において、高齢者やそ
のご家族の方の生活実態や福祉ニーズを把握するため、東三河地域の８市町村（豊橋市、豊川市、蒲
郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村）でアンケート調査を実施しました。その結果から、
豊川市在住の方のみを抜き出し、集計したものです。

●調査対象者及び抽出方法

調査名 調査対象者 送付人数

① 高齢者ニーズ調査
令和元年６月１日現在、豊川市に居
住する６５歳以上の要支援認定及び
要介護認定を受けていない方

３，５２０人

② 要介護等認定者ニーズ調査
令和元年６月１日現在、豊川市に居
住する６５歳以上で要介護認定また
は要支援認定を受けている方

２，７９７人

●調査方法
　無作為抽出し、郵送配布・郵送回収にて調査

●調査期間
　令和元年８月１日～８月１６日

●回収状況
　① 高齢者ニーズ調査

調査票の配布数
( 人 )

有効回答数
( 人 )

有効回答率
(％ )

３，５２０ １，８５７ ５２．８
　② 要介護等認定者ニーズ調査

調査票の配布数
( 人 )

有効回答数
( 人 )

有効回答率
(％ )

２，７９７ １，３０９ ４６．８
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16.7 81.9 1.3

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
一般高齢者

転倒経験あり

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

14.7 14.4 17.4 21.4 25.7

38.9 59.3 1.8

0% 25% 50% 75% 100%

一般高齢者
　n=1,857

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

0％

20％

40％

60％

80％

一般高齢者

転倒への不安が大きい

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

28.9
35.5

42.2
50.8

64.6

（２）アンケート結果

① 介護予防活動の推進について

 ア．運動機能の状況
　過去１年間に転んだ経験の有無をみると、一般高齢者では１６．７％が「はい」と回答しています。
また、「転倒に対する不安が大きい」方は、一般高齢者では３８．９％となり、年齢階級別にみると
８０歳以上で割合が５０％を超えています。
　今後も、運動器機能向上教室をはじめ、介護予防教室での運動機能の維持・向上を図る必要があり
ます。
　※一般高齢者とは、６５歳以上の方のうち、要支援又は要介護認定を受けていない方

■過去１年間に転んだことがありますか

■転倒に対する不安は大きいですか

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題
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10.8 78.2 11.0

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
６か月間で２～３kg以上の体重減少

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

11.8 8.7 11.0 12.2 12.4

一般高齢者

29.2 70.2 0.5

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
半年前に比べて固いものが食べにくい

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

22.8 25.3
34.6 36.1

44.2

一般高齢者

23.6 75.4 1.0

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
お茶や汁物等でむせる

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

19.0 21.7
27.0 30.3 28.3

一般高齢者

 イ．栄養・口腔について
　「６か月間で２～３kg以上の体重減少の有無」をみると、一般高齢者では１０. ８％が「はい」と
回答しています。
　また、「半年前に比べて固いものが食べにくくなったか」をみると、一般高齢者では 2９. ２％が「は
い」と回答しており、年齢階級別にみると加齢とともに割合が高くなっています。
　さらに、「お茶や汁等でむせることの有無」や、「口の渇きが気になるか」をみると、およそ４人に
１人の方が「はい」と答えています。
　今後も、介護予防教室での栄養・口腔に関する啓発が必要です。

■６か月間で２～３ｋｇ以上の体重減少の有無

■半年前に比べて固いものが食べにくくなった

■お茶や汁物等でむせることの有無
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26.4 72.8 0.8

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
口の乾きが気になる

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

22.4 24.2 28.4 33.6 32.7

一般高齢者

14.9 83.5 1.6

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
物忘れがあると言われる

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

11.6 12.6 16.0 18.1

31.0

一般高齢者

21.2 77.0 1.9

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
今日の日付がわからない時がある

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

15.9
21.1 22.9 25.2 31.0

一般高齢者

■口の渇きが気になるか

 ウ．物忘れの状況
　「周りの人から『いつも同じ事を聞く』などの物忘れがあると言われるか」をみると、一般高齢者
では１４. ９％が「はい」と回答しており、年齢階級別にみると加齢とともに割合が高くなり、８５
歳以上で大きく割合が増加しています。
　「今日が何月何日かわからない時がある」をみると、一般高齢者では 2１. ２％が「はい」と回答し
ており、年齢階級別にみると７０歳以上で２０％台となっています。
　今後も認知機能の維持・向上を図る必要があります。

■周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われるか

■今日が何月何日かわからない時がある

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題
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14.6 81.0 4.4

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
毎日の生活に充実感がない

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

13.1 11.8 14.6 19.3
25.7

一般高齢者

23.9 74.5 1.6

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
以前は楽にできていたことが、今はおっくうに感じられる

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

16.0
22.4 23.9

34.9
43.3

一般高齢者

27.2 70.9 1.8

0% 25% 50% 75% 100%

■ はい　　■ いいえ　　■ 無回答

一般高齢者
　n=1,857

0％

20％

40％

60％

80％
わけもなく疲れたような感じがする

65～69歳
n＝536

70～74歳
n＝549

75～79歳
n＝419

80～84歳
n＝238

85歳以上
n＝113

23.3 25.3 26.7
33.6

43.3

一般高齢者

 エ．心の健康状態
　ここ２週間の様子についてうかがいました。
　「毎日の生活における充実感がない」をみると、一般高齢者では１４. ６％が「はい」と回答してい
ます。
　「以前は楽にできていたことが、今はおっくうに感じられる」をみると２３. ９％が「はい」と、「わ
けもなく疲れたような感じがする」をみると２７. ２％が「はい」となっており、およそ４人に１人
の方が、こころに何らかの負担感を持っています。
　こうしたこころの負担感が積み重なると、うつ病につながる可能性があります。
　社会的な活動に参加したり、散歩や買い物など運動や外出の機会を増やす、また周囲の人とおしゃ
べりをするなどして、心の健康を維持することが重要です。

■（ここ２週間）毎日の生活に充実感がない

■（ここ２週間）以前は楽にできていたことが、今はおっくうに感じられる

■（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする
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すでに手助けや活動（ボランティアを含む）
している

ぜひ手助けや活動（ボランティアを含む）
をしたい

できれば手助けや活動（ボランティアを含
む）をしたい

有償の手助けや活動（ボランティアを含む）
であればしてみたい

あまり手助けや活動（ボランティアを含む）
をしたいとは思わない

どんな手助けや活動（ボランティアを含む）
もしたいとは思わない

わからない

活動程度不明※

無回答 ■ 一般高齢者　n＝1,857

12.0

1.8

12.7

2.2

21.9

4.1

31.3

1.0

13.1

している・してみたい
28.7％

したいとは思わない
26.0％

0% 25% 50% 75% 100%

② 自立支援活動の推進
　高齢者が、地域で自分らしく生活するためには、地域全体で高齢者を支える仕組み作りが必要です。
また、高齢者自身も支えられるだけでなく、今まで以上に支える側に参画することが求められています。
　以下のアンケートでは、他の人への手助けや地域の活動への参画意向と、自分が支援するとしたら
何がしたいかを調査しました。

 ア．他の人への手助けや活動（ボランティア含む）参加意向
　「何か他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）をしたいと思うか」をみると、「すでに手助け
や活動（ボランティアを含む）している」、「ぜひ手助けや活動（ボランティアを含む）をしたい」、「で
きれば手助けや活動（ボランティアを含む）をしたい」、「有償の手助けや活動（ボランティアを含む）
であればしてみたい」を合わせた、『している・してみたい』が２８. ７%となっています。一方、「あ
まり手助けや活動（ボランティアを含む）をしたいとは思わない」と「どんな手助けや活動（ボランティ
アを含む）もしたいとは思わない」を合わせた、『したいとは思わない』が２６. ０%となっています。
『している・してみたい』と回答した方を、実際の活動に結び付ける施策の検討が必要です。

■住んでいる地域で、何か他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）をしたいと思うか

※この問には回答していませんが、次ページの問に回答している回答者については、この問では「活動程度不明」とし、

次ページの問では有効回答として扱っています。

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題
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声かけ・見守り

■ 一般高齢者　n＝549

日ごろの話し相手

玄関前や庭などの家周りの掃除

簡単な力仕事

ごみ出し

買い物

病院への送迎

病院への付き添いや薬の受け取り

洗濯や部屋の掃除

調理

病院以外の外出時の送迎

市役所・町村役場などでの手続き

病院以外の外出時の付き添い

家電器具やパソコンなどの操作

金銭管理・書類の確認

その他

無回答

40.8

32.1

20.6

18.8

16.2

16.0

10.4

8.4

7.8

7.7

5.8

5.3

4.9

4.0

2.6

17.7

4.6

0% 25% 50% 75% 100%

 イ．地域住民が生活支援サービスとして支援できるもの
　希望する「他の人の手助けや活動（ボランティアを含む）」の内容は、「声かけ・見守り」が
４０. ８%と最も高く、次いで「日ごろの話し相手」が３２. １%、「玄関前や庭などの家周りの掃除」
が２０. ６%となっています。
　こうした意欲のある方を、生活支援の活動へとつなげる仕組みづくりを進める必要があります。

■（前ページの問で、している・してみたいと答えた方）それはどのような手助けや活動か（複数回答可）
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自宅

介護施設など

病院

場所不明

その他

わからない

無回答

※本問には回答していないが、
次問に回答した方

36.0

32.5

9.0

0.5

0.6

19.1

2.3 ■ n＝1,857

0% 10% 20% 30% 40%

■ n＝781

親族などの世話になることに気が引けるから

介護を受ける環境が整っているから

自分の希望する介護を受けることができると思うから

在宅で介護してくれる親族などがいないから

経済的に余裕がないから

在宅に近い環境が好ましいから

経済的に余裕があるから

その他

無回答

52.9

45.8

29.3

14.6

23.9

10.6

4.6

2.6

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

③ 在宅医療・介護連携の推進

 ア．将来介護を受けたい場所とその理由
　自分が、将来介護が必要になったときに、介護を受けたい場所は、「自宅」が３６. ０％と最も高く、
次いで「介護施設など」が３２. ５％となっています。

■将来介護を受けたい場所

　また、将来介護を受けたい場所に「病院」「介護施設など」を選択した方が、その場所を選んだ理
由は、「親族などの世話になることに気が引けるから」が５２．９％と最も高く、次いで「介護を受け
る環境が整っているから」が４５．８％、「自分の希望する介護を受けることができると思うから」が
２９．３％となっています。
　自宅で家族による介護を受けながら、希望するサービスを利用する生活や、親族に負担をかけない
ように施設サービスを利用する生活など、できる限り、本人の希望に沿った介護を受けることができ
る体制整備が必要です。

■「病院」「介護施設など」を選んだ理由

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題

21



認知症の進行にあわせた医療の適切な指導・助言

■ 一般高齢者　n＝176

認知症専門の介護サービスの充実

認知症の早期発見のための診断の実施

認知症に対する地域の理解

認知症の発見から治療までの道筋についての情報

認知症に関する相談窓口の設置

カウンセリングなどの充実

地域の見守り・支援体制づくり

家族の会など精神的な支えとなる機会の充実

認知症の方の家族同士が相談しあえる場所

認知症の方本人同士が相談しあえる場所

認知症予防教室の開催と参加促進

ボランティアなど公的サービス以外の充実

その他

わからない

特にない

無回答

45.5

36.9

29.0

28.4

13.1

12.5

11.9

11.9

9.1

8.5

5.7

5.1

2.8

4.0

5.7

4.0

1.1

認知症専門の医療機関の充実

6.8

0% 25% 50% 75% 100%

④ 認知症施策の推進
　今後、高齢者の増加に併せて、認知症の方の数も増加することが見込まれます。そのため、必要な
施策について調査しました。

 ア．認知症高齢者に対する支援として必要なこと
　「認知症高齢者に対する支援として必要なこと」をみると、「認知症の進行に合わせた医療の適切な
指導・助言」が４５. ５％と最も多く、次いで「認知症専門の介護サービスの充実」が３６. ９％、「認
知症の早期発見のための診断の実施」が２９. ０％、「認知症専門の医療機関の充実」が２８. ４％となっ
ています。
　認知症に関する相談窓口として、高齢者相談センターを周知するとともに、早期に医療や介護につ
なげるために、認知症初期集中支援チームの活動を充実させることが必要です。

■認知症高齢者に対する支援として必要なこと（ご家族に認知症の方がみえる方）
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家電器具やパソコンなどの操作

玄関前や庭などの家周りの掃除

簡単な力仕事

市役所・町村役場などでの手続き

病院への送迎

買い物

洗濯や部屋の掃除

調理

ごみ出し

金銭管理・書類の確認

日ごろの話し相手

病院への付き添いや薬の受け取り

病院以外の外出時の送迎

病院以外の外出時の付き添い

その他

特にない

無回答

16.9
8.2

8.3

24.3
7.1

21.6
6.4

6.2

6.1
32.2

5.6
28.1

5.3

21.3
1.7

1.4

58.5

声かけ・見守り

30.9

38.1

27.0
5.2

24.8
3.8

20.6
3.5

22.2
3.4

31.5
2.9

23.2
1.9

7.6

18.5

21.3
13.7
13.4

手助けしてほしいことがある
　一般高齢者　　　27.8％
　要介護等認定者　65.3%

■ 一般高齢者（1,857）
■ 要介護等認定者（1,309）
※（　）内は回答者数（人）

0% 25% 50% 75% 100%

⑤ 高齢者福祉施策の推進

 ア．生活の中で手助けしてほしいこと
　齢者の心身機能の違いによる生活支援へのニーズの差を明らかにするため、一般高齢者と要介護等
認定者のニーズを比較しました。
　「普段の生活の中で十分にできておらず、手助けしてほしいこと」をみると、「手助けしてほしいこ
とがある」は一般高齢者が２７. ８%、要介護等認定者が６５. ３%と、要介護等認定者は一般高齢者
に比べて３７. ５ポイント高い割合になっています。具体的な内容では、一般高齢者では「家電器具
やパソコンなどの操作」が８. ３%と最も高く、次いで「玄関や庭などの家の周りの掃除」が８. ２%、「簡
単な力仕事」が７.１%となっています。要介護等認定者では、「病院への送迎」が３８.１%と最も高く、
次いで「買い物」が３２. ２%、「病院への付き添いや薬の受け取り」が３１. ５%となっています。なお、
これらは、全体から「特にない」と「無回答」を引いた割合となります。
　生活支援サービスの担い手を養成したり、民間で実施しているサービスについて情報を収集し、提
供することが必要です。

■普段の生活の中で十分にできておらず、手助けしてほしいこと

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題
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高齢者の在宅での生活を支援するサービス

外出支援（バス・タクシーなどの移動手段の確保）

高齢者を介護している家族などに対する支援

特別養護老人ホームや老人保健施設の整備

医療施設（病院・診療所）の整備

高齢者の生きがいを支援するような活動機
会の拡大や施設

高齢者の引きこもり防止に向けた居場所の確保

高齢者向けの公的住宅の整備、住宅改修に
必要な費用の貸付けや補助

寝たきりや認知症の予防、健康教室の開催
など健康事業

高齢者の働く場の確保

高齢者の権利（人権・財産など）を守るため
の身近な専門機関

高齢者をいたわる心の育成（福祉教育など）

その他

無回答

39.8
37.2

45.8

43.2

35.1
42.7

28.4

19.6
13.7

21.1
17.5

14.7

8.0

5.3隣近所の助けあいやボランティア活動への支援

32.6

13.8

11.8
12.1

13.6
12.5

11.4
5.4
8.0
5.7

6.5
7.9

8.9
12.0

■ 一般高齢者（1,857）
■ 要介護等認定者（974）
※（　）内は回答者数（人）

1.8
2.0

0% 25% 50% 75% 100%

 イ．今後、高齢社会において、さらに充実させたほうがよいと考えること
　「今後充実すべき施策・事業と考えられていること」をみると、一般高齢者、要介護等認定者ともに「高
齢者の在宅での生活を支援するサービス」が４５. ８%と３９. ８％、「外出支援（バス・タクシーな
どの移動手段の確保）」が３７. ２%と４３. ２％、「高齢者を介護している家族などに対する支援」が
３５. １%と４２. ７％、「特別養護老人ホームや老人保健施設の整備」が２８. ４％と３２. ６％と高
い割合になっています。
　広域連合による施設サービスの適正配置とともに、高齢者の在宅での生活を支援するサービスを充
実させる必要があります。

■今後充実すべき施策・事業と考えられていること（特にあてはまること３つを選択）
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バス・タクシーの利用補助

コミュニティバスの路線や本数を増やす

コミュニティバスの利用が無料（または補助）

買い物などの配送サービスが無料（または補助）

商品代・飲食代の一部補助

入浴施設の利用料の補助

その他

いずれの支援があっても返納できない

無回答 ■ 一般高齢者　n＝1,399

41.5

40.3

30.3

24.7

5.9

2.9

7.8

22.2

11.0

支援が充実していれば返納できる
66.8％

0% 25% 50% 75% 100%

 ウ．自動車運転免許証の自主返納について
　「運転免許証の自主返納のために必要な支援」をみると、「支援が充実していれば返納できる」の割
合が６６. ８％となっています。
　支援の具体的な内容としては、「バス・タクシーの利用補助」が４１. ５％と最も高く、次いで「コ
ミュニティバスの路線や本数を増やす」が４０. ３％、「コミュニティバスの利用が無料（または補助）」
が３０. ３％となっています。
　外出支援として、コミュニティバスの利用助成を実施していますが、本数が少ない、バスの停留所
が遠いなど、利用しにくい方もいることから、利用しやすい外出方法を検討する必要があります。

■運転免許証の自主返納のために必要な支援

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題
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精神的負担が大きい

■ n＝737

肉体的負担が大きい（睡眠不足・腰痛など
を含む）
介護のストレスから、イライラして本人に
当たってしまうことがある
介護のことが気になって、思うように外出
できない

日中は仕事などで不在となることが多い

経済的負担が大きい

介護サービスをもっと利用したいが、本人が
嫌がる
介護サービスをもっと利用したいが、限度
額がいっぱいである
介護のために仕事や家事、育児が思うよう
にできない

夜間の介護の負担が大きい

介護者の都合などに合わせて柔軟に使える
介護サービスがない

介護者のための相談窓口が少ない

介護の方法がわからない

介護サービスをもっと利用したいが、家族
や周囲が反対する

その他

無回答

65.4

41.7

33.2

30.9

25.5

22.0

17.5

14.6

10.2

9.9

9.1

5.0

2.7

0.4

1.9

6.4

0% 25% 50% 75% 100%

 エ．家族介護者への負担について
　中心となって介護をしている方の介護を行う上で負担や悩みを感じることがあるかどうかは、ない
方が１８. ７％、ある方が７５. ８％、無回答が５. ５％となりました。
　このうち、あると答えた方に、その内容を聞くと、「精神的負担が大きい」が６５. ４％と最も高く、
次いで「肉体的負担が大きい（睡眠不足・腰痛などを含む）」が４１. ７％、「介護のストレスから、
イライラして本人に当たってしまうことがある」が３３. ２％、「介護のことが気になって、思うよう
に外出できない」が３０. ９％となっています。
　介護は、家族にとって、精神的にも肉体的にも負担が大きく、また自由も制限されており、高齢者
虐待の原因にもなりかねないことから、家族介護者への支援が引き続き必要です。

■中心介護者の介護を行う上での負担や悩み
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介護保険制度で行われる居宅サービスの充実

■ n＝965

その他公的支援の充実

公的な機関などでの個人的な相談窓口

介護者の疾病予防や病気の早期発見などを
行うためのヘルスチェックや健康相談の実施

隣近所の助けあいやボランティア活動の充実

公的支援以外のサービスの充実（民間事業
者による相談対応コールセンターなど）

若者など介護未経験者に対する介護への理
解促進

無回答

38.5

33.9

33.9

15.8

14.0

9.8

6.9

7.8

6.6

26.3

5.1

介護者の会などの介護者同士の交流の場

介護者がリフレッシュできるような機会

介護者向けの教室など、介護技術が学べる機会

0% 25% 50% 75% 100%

第３章　高齢者を取り巻く現状と課題

 オ．家族介護者支援として充実を望むこと
　「中心介護者が家族介護者支援として充実を望むこと」をみると、「介護保険制度で行われる居宅サー
ビスの充実」が３８. ５％と最も高く、次いで「介護者がリフレッシュできるような機会」と「その
他公的支援の充実」がともに３３. ９％となっています。
　この傾向は、東三河広域連合全体でも概ね同様となっており、第８期東三河広域連合介護保険事業
計画では、重点的に対策する分野として、介護サービス基盤の充実と家族介護者支援を掲げ、それぞ
れの地域の特性に応じた取り組みを推進するとともに、家族介護者がリフレッシュできる機会を増や
す取組みを行うこととしています。

■中心介護者が家族介護者支援として充実を望むこと（主なもの３つまで）
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第４章　基本理念第４章　基本理念

１．基本理念

　本市では、健康福祉推進都市宣言（平成５年１０月）の趣旨に基づき、“高齢者がいつまでも健康で、
それぞれのライフスタイルに応じた生きがいを持ち、介護が必要になっても地域で暮らしていける連
帯感あふれた豊川市”の創造をめざし、施策の展開を図っています。
　また、豊川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画では、その第１期計画から継続して「人生　悠々・
快適・安心ライフを楽しむまち」を基本理念として掲げてきました。
　令和７年には団塊の世代が７５歳以上となり、本市でも 4人に１人が６５歳以上、6人に１人が
75歳以上となります。このため、高齢者が健康で生きがいを持ち、自立した生活ができること、ま
た介護が必要になっても住みなれた地域で自分らしく生活することが出来るように、地域の実情に応
じた地域包括ケアシステムの構築をさらに推進することが求められています。
　さらに、高齢者福祉計画は介護保険事業計画と一体的に策定する必要があり、東三河広域連合介護
保険事業計画の、「いつまでも健やかで安心して暮らせる東三河の実現」という広域連合の理念にも
合致するものである必要があります。
　そこで、今回の中間見直しにおいても、「人生　悠々・快適・安心ライフを楽しむまち」を、引き
続き基本理念として掲げます。

基本理念

人生　悠々・快適・安心ライフを楽しむまち
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第４章　基本理念

２．基本目標

　基本理念を実現するため、以下の２つを目標とします。

基本目標１　　　「元気で悠々ライフを共創できるまちに」

　健康な高齢期を心豊かに暮らすための準備や計画、健康で生きがいやふれあいのある暮らし、好き
な仕事や学習の継続などを通じて、人との交流を促進できる暮らしは、広い意味で介護予防につなが
ります。
　こうした、「人生を楽しむ」という視点は、現在または将来、高齢期を生きる全市民に共通して重
要であると考え、これを基本目標１とします。

※共創…高齢者だけでなく、高齢社会を生きぬく市民一人ひとりが一体となって、高齢社会に新たな
価値を創造していくこと。

基本目標２　　　「住み慣れた地域で快適に暮らせるまちに」

　日々の暮らしの舞台とも言える身近な地域を、日常生活圏域として設定し、関係機関との連携を図
りながら、各圏域に気軽に相談できる窓口を設けるとともに、地域住民主体による支え合いやふれあ
いの活動が地域に根ざしていくことを目指します。これを基本目標２とします。

　目標の達成に向けた取り組みにあたり、「新しい生活様式」を踏まえ、介護予防教室、通いの場、
公共施設、研修会、講演会、認知症カフェなどの運営については、体調管理、マスクの着用、手
指消毒、ソーシャルディスタンスの確保、ＩＣＴの活用などを行い、新型コロナウイルス感染症
の拡大を防止しながら実施します。
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基本理念 基本目標 基本施策 個別施策

人
生　

悠
々
・
快
適
・
安
心
ラ
イ
フ
を
楽
し
む
ま
ち

基本目標1 基本施策 1 (1) 保健事業の推進

元
気
で
悠
々
ラ
イ
フ
を

共
創
で
き
る
ま
ち
に

介護予防活動
の推進

(2) 介護予防・日常生活支援総合事業の推進

(3) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

基本施策 2 (1) 生活支援体制整備事業の推進

自立支援活動
の推進

(2) 文化・スポーツ・生涯学習活動の推進

(3) 就労機会拡充のための支援

(4) 老人クラブ・ボランティア・市民活動の支援

基本目標 2 基本施策 3 (1) 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体
制の構築推進

住
み
慣
れ
た
地
域
で
快
適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
に

在宅医療
・介護連携
の推進

(2) 地域の医療・介護資源の把握

(3) 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策
の検討

(4) 在宅医療・介護連携に関する相談支援

(5) 医療・介護関係者の情報共有の支援

(6) 医療・介護関係者の研修

(7) 地域住民への普及啓発

(8) 地域ケア会議の開催

(9) 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

(10) 関係団体との連携

基本施策 4 (1) 認知症支援体制の整備

認知症施策
の推進

(2) 認知症にやさしい地域づくり

(3) 権利擁護施策の充実

基本施策 5 (1) 高齢者相談センター（地域包括支援セン
ター）の機能強化

高齢者
福祉施策
の推進

(2) 見守り活動の推進

(3) 家族介護者への支援

(4) 安全・安心の体制づくり

(5) 高齢者の住まいの確保

(6) 生活支援サービスの充実

(7) 外出支援

(8) 福祉給付・敬老事業

３．計画の体系
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第５章　地域包括ケアシステムの構築第５章　地域包括ケアシステムの構築

１．地域包括ケアシステムの必要性

　全国的に高齢化が進む中、本市においても高齢化は進展し続けており、高齢者の割合（高齢化率）
は２５％を超えています。特に課題となるのは、高齢者数の増加です。平成２２年度の３８，３８４
人に対し、令和２年度には４８，４７７人となり、１０年間で１０，０９３人、２６．３％増加しました。
今後、伸び率は若干鈍化するものの、令和２２年度に向け高齢者数は増加していくことが予測されて
います。
　このように高齢者数が伸びていく中で、支え手となる生産年齢人口は、少子化により減少を続けて
いきます。この先、２５年程度は続くとされる、この人口構成の激変期を乗り切るために考え出され
たのが、地域包括ケアシステムです。
　地域包括ケアシステムは、医療・介護・介護予防・生活支援・住まいの５つの柱で構成されています。
医療・介護の連携により、施設に入らなくても、在宅で必要なケアが受けられるようにするとともに、
日常生活を送る上で必要となる、生活支援サービスを実施することで、在宅での生活を支えます。同
時に介護予防を推進することにより、要介護状態にならないようにする、要介護状態となる時期を遅
らせることで、介護サービスの持続的な提供へ繋げます。
　そして、在宅での生活の土台となる住まいについても、バリアフリー化などの住宅改修や、入所系
の介護施設の整備などで支援します。
　こうした複合的な施策を、関係する多職種が連携して実施していく体制や仕組みを総称して、地域
包括ケアシステムとしています。
　高齢者が、いつまでも安心して、住み慣れた地域で暮らしていくためにも、地域包括ケアシステム
の構築を推進していく必要があります。

第５章　地域包括ケアシステムの構築

31



２．地域包括ケアシステムの推進

（１）これまでの流れ
　本市では、地域包括ケアシステムの構築にあたり、平成２６年１月から平成２７年３月までの間、
県の「在宅医療連携拠点推進事業（モデル事業）」の採択を受け、まず医療・介護の連携推進から取
り組みました。医療・介護の関係者も加えた検討により、各関係団体が医療・介護連携を推進するた
めに必要な取組について、「在宅医療・介護の連携推進に関する提言」としてまとめました。
　続いて、平成２６年７月から平成２９年３月までの間、同じく県のモデル事業である「地域包括ケ
アモデル事業」にも採択され、地域包括ケアの５つの柱である「医療・介護・介護予防・生活支援・
住まい」のすべての分野に取り組みました。
　これらの取組を通じて、顔の見える関係づくり、情報共有の仕組みづくり、住民啓発のための情報
発信など、地域包括ケアシステムの基本的な体制の構築を推進してきました。

（２）本計画での取組
　本市では、この高齢者福祉計画の計画期間において、これまでの取組の成果を継続発展させ、「顔
の見える関係からいっしょに仕事のできる関係へ」、「在宅医療・介護連携から多職種連携へ」とステッ
プアップを進めるとともに、取組の遅れていた分野についても拡充させていくことで、本市ならでは
の地域包括ケアシステムの構築に取り組んでいきます。
　なお、第７期東三河広域連合介護保険事業計画では、地域包括ケアシステムの基本的な考え方とし
て、「全員参加」「人材育成」「連携促進」の３つの視点を基本目標とは別に示して、東三河地域にお
ける地域包括ケアシステムの基盤づくりに取り組んできており、第８期計画では、それぞれの視点を
基本目標の中に取り込み、「東三河版地域包括ケアシステム」の推進に向けた地域づくりに取り組ん
でいくこととしています。

（３）推進体制
　本市における地域包括ケアシステムの構築については、行政及び豊川市医師会、豊川市歯科医師会、
豊川市薬剤師会、豊川市介護保険関係事業者連絡協議会、豊川市民生委員・児童委員協議会、豊川商
工会議所、豊川保健所、豊川市社会福祉協議会、豊川市高齢者相談センターなどの関係機関で構成さ
れた地域包括ケア推進協議会において進めていきます。
　地域包括ケア推進協議会では、作業部会を設け、個別ケア会議や生活支援コーディネーターを通じ
て地区協議体等から抽出された課題について地域ケア会議での協議を経て施策化の検討を行うほか、
各種事業の進捗状況の評価・検証や長期的な目標・ビジョンの検討を行います。
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第５章　地域包括ケアシステムの構築

（４）取組の基本的な方針
　地域包括ケアシステム構築における主要な３つの主体である、行政・関係団体・市民について、行
政と関係団体がそれぞれに取り組む内容と市民に望む行動として次のとおり方針をまとめました。
これらの取組などを通じて、豊川市版地域包括ケアシステムを構築し、“高齢者がいつまでも健康で、
それぞれのライフスタイルに応じた生きがいを持ち、介護が必要になっても地域で暮らしていける連
帯感あふれた豊川市”の実現を目指していきます。

◎行政
　広報・啓発事業、研修事業、支援体制構築事業を中心とした以下の事業を実施するとともに、関
係団体と協力して地域包括ケアシステムの構築を推進していきます。

・市民向け広報・啓発事業の実施による意識の醸成
・多職種向け研修事業の開催による連携機能の向上
・支援体制の構築に関する各種事業の実施
・地域包括ケア推進協議会の運営
・多職種を結ぶＩＣＴツールの運用　など

◎関係団体
　行政の行う各種事業に協力して、以下の取組を積極的に実施していくとともに、第６章に掲載さ
れた担当事業についても、自発的に取り組んでいきます。

・多職種連携ネットワーク構築の推進
・多職種連携ルールの普及啓発
・ＩＣＴツールの利活用の推進　など

◎市民（高齢者）
　厚生労働省から発表された令和元年の日本人の平均寿命は、男性 81.25 歳、女性 87.32 歳（平
成３０年）であり、世界でもトップクラスの長寿社会となっています。
　こうした中、近年「健康寿命」という考えが取り上げられてきました。健康寿命とは、「日常生
活に制限のない期間」とされており、介護が必要な状態などにならないことを指します。
　平均寿命が延びても、それに合わせて健康寿命が延びなければ、不健康な期間が長くなることに
なります。健康寿命を延ばすことは、自分自身の人生を充実させるために大事であるとともに、医
療や介護などの社会保障体制を維持していくことにもつながります。以下のことに注意して健康寿
命を延ばすように努力することが望まれます。

・かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師を持つこと
・適度な運動や、栄養バランスの取れた食事などで健康を保持すること
・地域行事等様々な社会活動へ参加すること
・無理のない範囲で就労すること
・地域の見守り・支えあいに参加すること
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■在宅系サービス
・訪問介護・訪問看護・通所介護
・訪問リハビリ・通所リハビリ
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護・福祉用具
・看護小規模多機能型居宅介護 等
■介護予防サービス

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症対応型共同生活介護
・特定施設入居者生活介護 等

介護が必要になったら・・・

介　護
（東三河広域連合）

連　携

日常の医療
・かかりつけ医・歯科医
・地域の連携病院・診療所
・薬局・薬剤師　等

・急性期病院
・回復期、リハビリ
病院等

病気になったら・・・

医　療

◎認知症施策
・認知症初期集中支援チームの設置
・認知症地域支援推進員の配置
・チームオレンジの設置
・認知症カフェの設置支援
・認知症サポーターの養成　等

地域包括ケアシステム
は、おおむね30分以内に
必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域を単位
として想定

ご近所のお付き合い

コミュニティバス
介護タクシー

民生委員・児童委員
福祉委員

高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会
・早期発見・見守りネットワーク
・保健医療福祉サービス介入支援ネットワーク
・関係専門機関介入支援ネットワーク

地域ケア会議
地域課題の抽出

ふれあいサロン
住民主体の通いの場

いつまでも元気に暮らすために・・・

介護予防・生活支援

成年後見支援センター
・相談対応・情報提供
・申立支援・代行

シルバー人材センター
・就業開拓等研究会
・家事お助け隊・ワンコインサービス
・ちょこっとサポート事業

消費生活相談センター
・悪質商法、架空請求、
　多重債務等の相談 参加・利用

介護予防・フレイル※予防
（元気応援隊）
・ちから塾
・65歳これから講座
・フレイル予防教室
・出前講座　等

いきいき元気メール
（高齢者向け講座、イベン
ト、施設情報のお知らせ 
等 配信） 情報提供・支援

介護・生活支援サポーター

◎地域の見守り・支えあい
・高齢者地域見守りネットワークの拡大
・高齢者見守りキーホルダーの配布
・緊急通報システムの運用
・民生委員・隣り近所の見守り

◎健康保持・社会参加・就労の促進
・情報や機会の提供
・老人クラブ、自治会、ボランティア等
　生きがい活動を行う団体への支援

・自宅
・サービス付高齢者向け住宅等

住まい

サービス提供

通所・入所通院・入院

サービス提供
相談業務や介護
予防、サービス
のコーディネイ
トを行います。

保健センター
○健康づくり推進員活動
○各種保健事業
　・健康教育　・健康相談
　・健康診査
　・インフルエンザ予防接種 等

高齢者相談センター
（地域包括支援センター）
・ケアマネジャー
・保健師
・社会福祉士
・生活支援コーディネーター
・コミュニティソーシャルワーカー

豊川市地域包括ケア
推進協議会

施策検討・進捗管理

※フレイル…健常から要介護へ移行する中間の段階。虚弱の状態。

（５）豊川市版地域包括ケアシステムのイメージ図
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第６章　基本施策の展開第６章　基本施策の展開
　本計画における施策の実施にあたっては、これまで第６期豊川市高齢者福祉計画・介護保険事業計
画、第７期東三河広域連合介護保険事業計画に基づき実施してきた取組を基本的に継承するとともに、
本市の高齢者を取り巻く現状分析や各種ニーズ調査結果などを踏まえた事業を展開します。
　また、東三河広域連合第８期介護保険事業計画では、「地域支援事業」は、以下の３つの区分に整
理して事業を実施します。本市でもそれに従い、事業を実施します。

■地域支援事業の事業整理区分一覧（東三河広域連合第８期介護保険事業計画より抜粋）

事業整理区分①
（地①）

統一的な実施基準を定め全市町村で実施する事業 
統一的な実施基準を定め全市町村で実施する事業は、市町村で受けられるサー
ビスの充実と平準化を図ります。 

事業整理区分②
（地②）

地域の特性を考慮して全市町村で実施する事業 
異なる社会資源を活用して実施している事業は、市町村ごとに実施方法を委
ね、地域の実情に応じた創意工夫のある事業を実施します。 

事業整理区分③
（地③）

各市町村の必要性に応じて実施する事業 
社会資源の有無など、地域の特性により事業展開の必要性が異なる事業は、市
町村に実施の有無を委ね、柔軟な地域づくりを推進します。 

■実施施策の種類の表示

予算別 実施者 表示

介護保険事業

広域連合が独自で実施 広域連合

市介護高齢課で実施
地域支援事業の事業整理区分①～③

介護高齢課：地①～地③

高齢者福祉事業
（一般会計）

市介護高齢課で実施 介護高齢課

市介護高齢課以外の課等で実施 実施課名等

第６章　基本施策の展開
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■新規・拡充施策

ページ 施策名 概要

新規 44
健康寿命をのばそう
フレイル予防教室

６５歳以上の健診受診者に対し、運動機能・口腔機
能低下、低栄養の予防を啓発します。

新規 45 脳ちから塾（地域型）

ボランティアである学習サポーターが中心となって、
認知症予防と脳の活性化を図る教室を開催します。
終了後は、認知症予防を目的とした住民主体の通い
の場の創出へつなげます。

新規 45 介護予防指導員派遣
住民主体の通いの場で実施している運動の効果を維
持・向上するため、介護予防指導員等を派遣します。

新規 46
高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施

保険年金課、保健センターと介護高齢課が連携し、
健診データ等の活用による介護予防、フレイル予防、
保健指導等を行います。

新規 60 チームオレンジの設置

認知症の方とその家族、地域のサポーター、多職種
のサポーターでチームを構成し、見守り、話し相手、
出前支援、困りごとの手伝いなどを早期から行いま
す。

新規 65
重層的支援体制整備事業
（移行準備事業）

市内１０箇所の高齢者相談センター相談窓口に配置
されたコミュニティソーシャルワーカーが、高齢者、
障害、子どもなどの枠組みにとらわれず、断らない
相談体制を構築し、複雑化・複合化した支援ニーズ
に対応します。

新規 72 ちょこっとサポート事業
シルバー人材センターに委託し、高齢者のみの世帯
に対して、日常生活支援を行います。

拡充 68 緊急通報システム設置事業
対象要件を拡大し、より多くの方が事業を利用でき
るようにします。
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１．基本施策１［介護予防活動の推進］

　いつまでも健康でいきいきと生活できることは、誰もが望むことです。健康寿命の延伸のため、規
則正しい生活習慣の定着や健康管理、健康づくりに関する知識の普及や、意識の向上が大切です。
　また、平成２９年度から実施している介護予防・日常生活支援総合事業を含む地域支援事業は、「被
保険者が要介護状態又は要支援状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地域において自立した
日常生活を営むことができるよう支援する」ために行うものであることから、高齢者が、地域の中で
生きがいや役割を持ちながら、主体的・継続的に取り組むことができる介護予防活動を推進します。
　令和７年（２０２５年）、そして令和２２年（２０４０年）を見据えて、さらに積極的に推進を図
ります。

（１）保健事業の推進

ａ．健康づくり運動の推進 担当 保健センター

　健康寿命の延伸を図るため、生活習慣病予防対策として、早期から、心身に負担の少ない
生活習慣を意識し、これを実践できるよう、健康づくりに関する意識啓発や情報提供を行い
ます。「第２次とよかわ健康づくり計画」に沿って、関係機関で本市の課題を共有し、健康
づくりの推進を図ります。

ｂ．健康づくり推進員活動 担当 保健センター

　健康づくり推進員養成講座を開催し、市民の健康づくりを推進する健康づくり推進員の増
加を目指します。
　健康づくり推進員とは、活動登録をし、健康を軸に活動するボランティアのことをいいま
す。健康づくり推進員は、自分の健康づくりにとどまらず、家族、近隣、地域へ健康づくり
の輪を「つなぐ、広げる、増やす」ため、市民に働きかけを行っています。
　健康づくりを市民とともに取り組んでいけるように、周知していくことが必要です。地域
や関係団体と連携して、健康づくりのための環境の整備を推進します。

■健康づくり推進員登録者数の推移（各年度末）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

推進員登録数 １８２ １７２ １７６

第６章　基本施策の展開
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ｃ．各種保健事業 担当 保健センター／保険年金課

　「第２次とよかわ健康づくり計画」に沿って、生活習慣のポイントをライフステージ別に
示し、健康寿命の延伸を図るため、市民、関係団体と協働して健康づくり運動をさらに推進
します。
　また、がん検診、保健師や栄養士による健康相談、健康教室などの各種保健事業を継続し、
高齢者の健康づくりを支援します。
　さらに、特定健診・特定保健指導について、「第３期豊川市国民健康保険特定健康診査等
実施計画（計画期間：平成３０年度～令和５年度）」に基づき実施するとともに、後期高齢
者医療健康診査において、高齢者のフレイル状態に着目した質問票を活用し、フレイルリス
クのある高齢者へフレイル予防の啓発や個別指導等、きめ細やかな支援を実施します。

※特定健診・特定保健指導…４０歳以上７５歳未満（年度途中に７５歳に達する人を含む）の被保険者及び被
扶養者を対象として、メタボリックシンドロームの予防・解消に重点をおいた、生活習慣病予防のための健診・
保健指導。

■成人保健・精神保健（各年度参加者延べ人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

健康教室 ５，６２３ ５，６０４ ４，９４２

健康相談 ２０５ ２４７ ２０４

家庭訪問 ２ ２ ５

■健康診査（各年度参加者延べ人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

各種がん検診 ２５，１９１ ２５，９０３ ２５，３０２

歯周病健診 ５７７ ６７７ ５７０

骨粗しょう症検診 ２６３ ２４７ １８０

■感染症予防（各年度参加者延べ人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

インフルエンザ予防接種 ２４，２７５ ２５，１０７ ２６，９４５

肺炎球菌ワクチン予防接種 ５，２７５ ５，０１６ １，７３７

肺炎球菌ワクチン接種費用補助 ２３６ １９６ １３８

■特定健康診査の対象者数と受診率（法定報告基準：年度中移動のない者）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

対象者数 ２７，７２９ ２６，８５７ ２７，９８１

受診者数 １０，１２７ ９，７８６ １０，０９９

受診率 ３６．５ ３６．４ ３６．１
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■特定保健指導の対象者数と実施率

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

対象者数 １，１６３ １，１７４ １，１７４

実施者数 １５８ １５８ １６９

実施率 １３．６ １３．５ １４．３

■後期高齢者医療健康診査の対象者数と受診率

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

対象者数 ２２，７３９ ２３，５３８ ２４，３７２

受診者数 ５，８１７ ６，４０７ ６，６０１

受診率 ２５．６ ２７．２ ２７．１

ｄ．糖尿病対策プロジェクト
　　健康なまちづくり推進事業

担当
保険年金課／保健センター
／介護高齢課／豊川保健所

　平成２５年度から「健康なまちづくり推進事業」に参加し、愛知県国民健康保険団体連合
会の支援のもと、健診・医療・介護データの分析・背景の検討を通して、本市の健康課題を
抽出し、保険者において効果的な保健事業を協議してきました。
　抽出された健康課題としては、「健康診査の受診率が低い」「健康診査受診後に医療機関受
診が必要であるが受診できていない人が多い」「若年層から血糖値が高い人が多い」ことが
分かりました。
　これらの健康課題の改善に向けて、効果的な事業展開を図るため、平成２７年度に「糖尿
病対策プロジェクト」を立ち上げ、組織横断的に事業立案・実施・評価を行っています。
　市民にとって、より効果的な健康づくり事業実施に向けてプロジェクト活動を発展的に推
進します。

第６章　基本施策の展開
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（２）介護予防・日常生活支援総合事業の推進
　介護予防・日常生活支援総合事業は、要支援者等に対する効果的で効率的な支援等ができるよう地
域の支え合いの体制づくりを進めるものです。市が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多
様な主体が参画し、多様なサービスを充実します。

＊厚生労働省が示すサービスの構成例＊
　※下記サービスは典型例として示しているもの。市町村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討する。

介護予防・
日常生活支援
総合事業

①介護予防・
生活支援サービス事業

・要支援認定を受けた者
（要支援者）

・基本チェックリスト
該当者

（介護予防・生活支援
サービス事業対象者）

ア　訪問型サービス
　　（第１号訪問事業）

・総合事業施行
前の訪問介護
相当

訪問介護

・多様な
　サービス

訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

訪問型サービスＢ
（住民主体による支援）

訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

訪問型サービスＤ
（移動支援）

イ　通所型サービス
　　（第１号通所事業）

・総合事業施行
前の通所介護
相当

通所介護

・多様な
　サービス

通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス）

通所型サービスＢ
（住民主体による支援）

通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

ウ　その他の生活支援サービス
　　（第１号生活支援事業）

栄養改善を目的とした配食

住民ボランティア等が行う見守り

訪問サービス、通所型サービスに
準じる自立支援に資する生活支援

（訪問型サービス、通所型サービ
スの一体的提供等）

エ　介護予防ケアマネジメント
　　（第１号介護予防支援事業）

②一般介護予防事業

・第１号被保険者の全て
の者

・その支援のための活動
に関わる者

ア　介護予防把握事業

イ　介護予防普及啓発事業

ウ　地域介護予防活動支援事業

エ　地域リハビリテーション活動支援事業

　　一般介護予防事業評価事業
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地①：Ｐ３５に記載の東三河広域連合による地域
支援事業の事業整理区分を表しています。

第６章　基本施策の展開

 ① 介護予防・生活支援サービス事業
　介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者等の多様な生活支援ニーズに対応するため、介護保
険事業者が実施する介護予防訪問介護・介護予防通所介護のサービスに加えて、住民主体のサービス
も含めた多様なサービスにより高齢者の日常生活を支援します。
　対象者は、要支援１・２の方、基本チェックリスト（日常生活や心身の状態を確認する全国一律の
簡易な質問リスト）で事業の対象者（要支援に相当する状態）と判定された方と、要介護認定によるサー
ビスを受ける前から市町村の補助により実施される総合事業のサービスを継続的に利用する居宅要介
護被保険者です。
　なお、総合事業のサービスは、地域の実情に応じたサービスを実施することとされており、引き続き、
実施方法や内容について検討します。

 ア．訪問型サービス

ａ．介護予防訪問サービス 担当 介護高齢課：地①

　要支援者等の自宅において、介護予防を目的とした、訪問介護員等による入浴、排せつ、
食事等の身体介護や生活援助に関する訪問サービスです。東三河広域連合が、統一した基準
により提供します。

ｂ．広域型訪問サービス 担当 介護高齢課：地①

　要支援者等の自宅において、調理や掃除、ゴミの分別やごみ出し、買い物代行や同行など
の生活援助に関する訪問サービスです。東三河広域連合が、統一した基準により提供します。

ｃ．地域型訪問サービス 担当 介護高齢課：地③

　元気な高齢者の社会参加を促進し、支援が必要な高齢者を支える仕組みづくりが求められ
ています。シルバー人材センターやボランティア団体等に地域型訪問サービスを委託し、生
活援助を実施します。

■地域型訪問サービス延べ利用件数（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用件数 １９ ２６８ ２２９
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ｄ．短期集中訪問サービス 担当 介護高齢課：地③

　閉じこもり等の心身の状況のために、通所による事業への参加が困難で、訪問による介護
予防の取組が必要と認められる高齢者を対象に、保健・医療専門職が直接自宅を訪問します。
その生活機能に関する問題を把握、評価した上で、社会参加を高めるために、必要な相談・
指導等を目的とした、３～６か月程度の短期間で行われるサービスを提供します。

■短期集中訪問サービス延べ利用件数（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用件数 １４ ９ ７

ｅ．移動支援訪問サービス 担当 介護高齢課：地③

　介護予防・生活支援サービス事業と一体的に行われる、移動支援や移送前後の生活支援を
行います。
　移送手段に対する支援は、社会参加の上でも、また介護予防の効果の観点からも、必要と
する高齢者は多いため、地域の実情を踏まえながら今後も検討します。

 イ．通所型サービス

ａ．介護予防通所サービス 担当 介護高齢課：地①

　通所により、施設等で入浴や排せつ、食事等の日常生活上の支援や身体機能の維持・向上
など、介護予防を目的とした通所サービスを、東三河広域連合が統一した基準により提供し
ます。

ｂ．広域型通所サービス 担当 介護高齢課：地①

　軽い運動やレクリエーションなど、高齢者の閉じこもり予防や認知症予防など、心身の活
力向上を目指した通所サービスを、東三河広域連合が統一した基準により提供します。

ｃ．地域型通所サービス 担当 介護高齢課：地③

　住民を主体としたボランティア団体等が、要支援者等を中心とした利用者に対して、定期
的に体操や運動等の活動、趣味活動を通じた日中の居場所づくり等の介護予防に資する活動
を行っています。今後も、地域における住民主体の通いの場ができるよう支援します。

■地域型通所サービス延べ利用件数（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用件数 － １３５ ７２５

実施団体 － １ ２
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第６章　基本施策の展開

ｄ．短期集中通所サービス 担当 介護高齢課：地③

　通所による機能回復訓練等（通所型サービス）を中心に、訪問による生活環境調整等（訪
問による支援）を組み合わせて、一体的にサービスを提供することにより、日常生活に支障
のある生活行為を改善します。サービス提供の終了後も、生活機能を維持向上するために、
本人が主体的に介護予防に取り組むことができるよう支援します。

■短期集中通所サービス延べ利用件数（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用件数 １７４ １９３ ２００

実施団体 ３ ２ ３

 ウ．その他の生活支援サービス

ａ．生活支援ボランティアによる高齢者の支援 担当 介護高齢課：地③

　ボランティアが、ひとり暮らし高齢者または高齢者のみの世帯の自宅を、安否確認を兼ね
て訪問し、介護サービスで補えない、生活上の簡単な支援や、話し相手等、孤独感を和らげ
るための支援をします。
　そこで、介護・生活支援サポーター養成講座の修了生等に対して、支援活動に参加しても
らえるように、生活支援コーディネーターと連携し、体制づくりについて検討します。

 エ．介護予防ケアマネジメント

ａ．介護予防ケアマネジメント 担当 介護高齢課：地①

　高齢者相談センターが、要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれてい
る環境等に応じて、本人が自立した生活を送ることができるように、東三河広域連合が統一
した基準によりケアプランを作成します。

② 一般介護予防事業
　一般介護予防事業は、高齢者が自ら進んで、介護予防の活動に継続的に参加し、自分らしい生活を
維持できるように、日常生活の中で気軽に参加できる、身近な活動の場を提供するもので、本事業の
実施にあたっては、地域の人とのつながりを通して、活動が広がる地域づくりの視点が重要です。
　対象者は、第１号被保険者と、その支援のための活動に関わる方となります。
「介護予防把握事業」「介護予防普及啓発事業」「地域介護予防活動支援事業」「地域リハビリテーショ
ン活動支援事業」を、次のとおり実施します。
　特に、地域介護予防活動支援事業では、介護予防教室等開催後も、運動を継続するよう参加者に働
きかけたり、住民主体の通いの場の創出と、継続を支援することにより、身近にいつでも参加できる
介護予防教室が、市全体で開催されることを目指します。
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 ア．介護予防把握事業

ａ．介護予防が必要な高齢者の早期発見 担当 介護高齢課：地②

　閉じこもり等の何らかの支援を必要とする高齢者を早期に把握し、介護予防活動につなげ
るため、基本チェックリストを７４歳・７７歳・８０歳到達時に送付して判定します。あわ
せて、老人クラブの講座などの際にも、基本チェックリストによる判定を行います。

 イ．介護予防普及啓発事業

ａ．介護予防教室等の開催 担当 介護高齢課：地②

　自ら生活機能の維持・向上を望んでいる高齢者に、「つかもう元気会」に登録していただき、
保健師を始めとする医療や介護の専門職による介護予防チーム「元気応援隊」が中心となり、
高齢者相談センターとともに、介護予防教室を実施します。
　なお、高齢者の増加や地域の実情に合わせて、教室等の実施場所や回数・内容を検討する
とともに、介護予防教室終了後も、専門職が関与しながら自主活動につながるよう、支援し
ます。
　また、高齢者向けメール配信システムを利用し、高齢者向け講座、イベント、施設情報の
お知らせなどを配信し、広く啓発を行います。

目的 名称 内容

介護予防普及啓発

たまり場
出かける場がほしい高齢者を対象に、集まりの機会
をつくります。交流を主体とし体操などを交えたプ
ログラムを実施します。

ちから塾 「身体」「栄養」「口腔」「こころ」を総合的にみつめ、
予防・改善できるプログラムを実施します。

いつまでもいきいき講
座・出前講座

老人クラブ等地域活動団体に介護予防の普及啓発を
行います。

６５歳これから講座 これから約２５年間の暮らしについて、介護予防に
視点を置き、生活設計を考える機会とします。

高齢者向けメール配信
（いきいき元気メール）
システムの運用

高齢者向け講座、イベント、施設情報のお知らせ、
介護予防の啓発、消費者被害防止情報などを配信し
ます。

運動機能向上 体力テスト 自分の体力がどの程度か、自分自身を知ってもらい、
体力向上のための体操等を実施します。

口腔機能向上 ８０２０めざそう会 ８０歳で２０本の歯を残そうとする意識のある方を
集め、知識の普及を図ります。

認知症予防
回想法教室 過去の体験や思い出を楽しく語り合う事で、脳やこ

ころを刺激して、気持ちを元気にします。

脳ちから塾 くもん式学習療法を用いた認知症予防と、グループ
活動を通じて、交流による脳の活性化を図ります。

フレイル予防
健康寿命をのばそう
フレイル予防教室

６５歳以上の特定健康診断・後期高齢者健康診断受
診者に対し、運動機能低下・口腔機能低下・低栄養
の身体的フレイルを中心に、フレイルの概念を知り、
予防・改善できるプログラムを実施します。

新規
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第６章　基本施策の展開

■「つかもう元気会」登録者数（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

参加者数 ２，１３３ ２，３３２ ２，４９３

■高齢者向けメール配信（年度末時点の累計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

登録者数 １，０６９ １，２０４ ９７８
※令和元年度からは、「とよかわ安心メール」における登録件数

 ウ．地域介護予防活動支援事業

ａ．介護予防活動の支援 担当 介護高齢課：地②

　身近な地域において、介護予防に必要な活動場所がないことや、活動グループ、活動の指
導者がいないなど、地域によって偏りがあります。そこで、様々なニーズに応じた介護予防
活動の地域展開を目指して、住民主体の通いの場等の活動を支援するほか、介護予防に役立つ、
多様な地域活動組織の育成に向けた取組を推進します。
　なお、令和２年度からは、住民主体の通いの場等の担い手を養成するため、介護予防サポー
ターステップアップ講座を開催しています。

目的 名称 内容

運動機能向上 いきいき元気運動教室

リズム体操やストレッチ等を用いて、運動器の機能
が向上するように集団指導を主体に実施し、終了後
は住民主体の通いの場の創出につながるように支援
します。

地域介護予防支援

介護予防サポーター
養成講座

介護予防教室の運営協力ボランティアを養成します。

介護予防サポーター
ステップアップ講座

住民主体の通いの場等の担い手を養成します。

たまり場・ちから塾
（地域型）

サロンや老人クラブなどの団体等の希望により、た
まり場やちから塾を実施します。

あつまる会
地域の実情に応じ、たまり場、ちから塾開催後、住
民主体の通いの場の創出に向けた支援を行います。

生きがいと
健康づくり推進事業

老人クラブ連合会の協力のもと、スポーツ・娯楽活
動や三世代交流活動、高齢者大学などを実施します。

脳ちから塾
（地域型）

学習サポーターが主体となって、くもん式学習療法
を用いた認知症予防と、グループ活動を通じて、交
流による脳の活性化を図ります。終了後は、認知症
予防の通いの場の創出へつなげます。

介護予防指導員派遣
住民主体の通いの場で実施している運動の効果を維
持・向上するため、介護予防指導員等を派遣します。

新規

新規

45



 エ．地域リハビリテーション活動支援事業

ａ．リハビリ専門職の派遣 担当 介護高齢課：地①

　地域の通いの場や通所介護事業所などにリハビリ専門職を派遣し、運動器機能等の維持向
上に向けた支援を推進します。

 

ｂ．元気応援隊による訪問活動 担当 介護高齢課：地②

　「運動」「栄養」「口腔」等の機能低下の恐れがある高齢者に、生活機能が改善できるよう指
導を行います。

（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
　令和元年５月に「医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正す
る法律」が公布され、高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について、保険年金課、保健センター
及び介護高齢課で連携を図り、積極的に取り組むことになりました。
　高齢者の健康寿命の延伸、フレイル予防（運動、栄養、口腔等）等を図るために、具体的な施策を
検討し、健診データ等の活用による介護予防教室や、フレイル予防教室への参加の勧奨を令和３年度
から展開します。

新規
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　高齢者単独世帯や高齢者夫婦のみの世帯等の増加が予測されることから、生活支援を必要とする高
齢者も増加することが見込まれます。このため、元気な高齢者が社会参加し、支え手として活躍する
ことが求められています。こうした社会参加や社会的役割を持つことは、高齢者一人ひとりの生きが
いや介護予防にもつながります。
　本市では、地域の実情を踏まえた高齢者を支える活動を支援するため、生活支援コーディネーター
（地域支え合い推進員）を配置し、地域における生活支援サービスの提供体制の整備を促進します。
　また、高齢者が健康で、生きがいを持って暮らすための環境づくりや支援を充実させます。

（１）生活支援体制整備事業の推進

ａ．生活支援コーディネーターの配置 担当 介護高齢課：地②

　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯、認知症の方が増加する中、医療・介護のサービス
だけでなく、日常生活における多様な支援体制の充実・強化を図ることが必要となっていま
す。そのため、地域住民に身近な存在である市町村が中心となって、ＮＰＯ、民間企業、ボ
ランティア、社会福祉法人などの生活支援サービスを担う事業主体と連携しながら、各事業
を推進します。
　本市では、平成 27 年度から、シルバー人材センターに地域資源調査を委託して生活支援
体制の整備を始めました。平成 29 年度からは、生活支援体制整備事業を社会福祉協議会に
委託し、全ての高齢者相談センターと出張所に生活支援コーディネーターを 1 名ずつ配置し
て、生活支援体制整備事業推進体制を強化しました。
　今後は、日常の相談業務や、地域活動を支援しながら、地域の高齢者支援のニーズと地域
資源の状況を把握し、地域における以下の取組を総合的に支援・推進します。

①地域のニーズと資源の状況の見える化、問題提起
②地縁組織等、多様な主体に協力依頼などの働きかけ
③関係者のネットワーク化
④目指す地域の姿・方針の共有、意識の統一
⑤生活支援の担い手の養成やサービスの開発（担い手を養成し、組織化し、担い手を支援

活動につなげる機能）
⑥ニーズとサービスのマッチング｀
⑦生活支援サービス・地域の支え合い活動ガイドブックのさらなる充実と効果的活用

２．基本施策２［自立支援活動の推進］
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ｂ．協議体の設置 担当 介護高齢課：地②

　市が主体となり、各地域における生活支援コーディネーターと生活支援等サービスの提供
主体等が参画し、定期的な情報共有と連携強化の場として、中核となるネットワークである

「協議体」を設置しています。
　市全体の課題を共有し合う、第 1 層協議体として、市、高齢者相談センター、地域福祉活
動推進委員会、民生委員、老人クラブ、シルバー人材センター、介護保険事業者等の代表に
よる会議を開催しています。また、第 1 層協議体には生活支援コーディネーターも参画し、
地域の課題や施策を提案するとともに、事業の進捗状況を報告します。
　さらに、日常生活圏域の課題を共有し合う、第 2 層協議体として、地域で高齢者を支える
活動を担っている多様な主体による会議を開催し、情報共有を行うとともに、地域の課題や
不足する社会資源について協議します。
　なお、第２層協議体の開催や、地域の課題解決にあたっては、その場に生活支援コーディ
ネーターが関わり、支援することで、新しい生活支援等サービスの創出につなげます。例と
しては、スーパーまで遠い地域についての移動販売の誘致や、地域住民主体の通いの場の立
ち上げなどがあります。

ｃ．就労的活動支援コーディネーターの配置 担当 介護高齢課：地③

　元気な高齢者の社会参加を促進するため、就労的活動の場を提供できる企業・団体等と、
就労を希望する高齢者等との間を取り持つ、就労的活動支援コーディネーターを配置します。
　本市では、東三河広域連合各市町村の状況を踏まえながら、導入を検討します。

（２）文化・スポーツ・生涯学習活動の推進

ａ．文化・芸術活動の推進 担当 文化振興課／生涯学習課

　「とよかわ文化芸術創造プラン」に基づいた、公演事業や展覧会事業など、優れた文化芸
術を鑑賞できる機会の充実を図る（文化振興課）とともに、赤坂の舞台歌舞伎など伝統芸能
の公演事業や世代間交流事業（生涯学習課）を行います。あらゆる世代の人が豊かな心を育
めるよう、異なる世代を文化でつなぎ、文化芸術に親しむ人や場所を増やします。

ｂ．生涯スポーツ活動の推進 担当 スポーツ課

　「第２期豊川市スポーツ振興計画」に基づき、「ニュースポーツ出前教室」や「中学校区ス
ポーツ交流事業」を実施することにより、年齢・性別を問わず、誰でも気軽に参加が可能な、
生涯スポーツの普及を行います。合わせて、ウォーキング、ジョギングなど、身近なスポー
ツ活動の促進に努めます。
　また、引き続き、総合型地域スポーツクラブへの活動支援を行い、地域に根ざした幅広い
世代が、スポーツに親しむことができる環境づくりを行います。
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ｃ．生涯学習活動の推進 担当
市民協働国際課／生涯学習課／
介護高齢課

　高齢者の知識・能力などを活かしながら、生きがいづくりができるよう、地区市民館など
を利用したサークル活動の周知及び振興に努めます。（市民協働国際課）
　また、とよかわオープンカレッジや出前講座、地域生涯学習講座（生涯学習課）、高齢者
大学（介護高齢課）を開催するとともに、より多くの高齢者に参加してもらえるよう、内容
の充実に努めます。

■市民館などで活動中のサークル数　（各年４月１日現在）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

サークル数 ４５０ ４４６ ４２２
※市民館等・・・地区市民館２７館、コミュニティセンター国府市民館、大木会館

■公民館・生涯学習会館で活動中のサークル数　（各年４月１日現在）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

サークル数 ３３３ ３３６ ３２６
※令和３年４月１日から、公民館・生涯学習会館は、生涯学習センターになります。

（３）就労機会拡充のための支援

ａ．シルバー人材センターへの支援 担当 介護高齢課

　シルバー人材センターは、高齢者が働くことを通じて生きがいを得ることができるように、
就業開拓専門員が会員の幅広いニーズにあった就業先の確保に努めています。
　また、本市の介護予防・日常生活支援総合事業の地域型訪問サービスや、空家対策事業に
参入し、高齢者の社会参加を推進し、地域社会の貢献にも取り組んでいます。
　本市では、シルバー人材センターがこうした高齢者の就業機会の拡大、社会参加の推進、
会員に対する福利厚生の充実、事務局体制の強化を行えるよう、継続した支援に努めます。

■シルバー人材センターの会員数　（各年４月１日現在）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

会員数 １，００７ １，０６３ １，１２４
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（４）老人クラブ・ボランティア・市民活動の支援

ａ．老人クラブへの支援 担当 介護高齢課／社会福祉協議会

　老人クラブの活動は、高齢者自身の生きがいと健康づくりや、地域への貢献が期待されま
す。そこで、各クラブの創意工夫による活動を支援するため、老人クラブ連合会や単位老人
クラブへの運営費の補助や、社会福祉協議会を通して運営を支援します。

■老人クラブの会員数　（各年４月１日現在）

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

単位クラブ数 １２７ １２３ １２１

老人クラブ会員総数 ７，４８１ ７，１０４ ６，７９６

加入率（６０歳以上） １３．０ １２．３ １１．７

ｂ．高齢者の交流や活動の場の充実 担当 介護高齢課

　高齢者が、健康増進やレクリエーションなどに親しむとともに、高齢者同士の交流を促進
するため、老人福祉センター、高齢者交流施設などの活用を図ります。あわせて、適切な修
繕を行うとともに、施設のあり方についても検討を進めます。

ｃ．ふれあいサロン活動 担当 社会福祉協議会

　地域住民やボランティアが主体となり、地域の高齢者が公民館や集会所等に集まって過ご
す「憩いの場」を運営することにより、誰もが地域の中で安心して、健康に、生きがいを持っ
て暮らしていけることを目指します。

ｄ．ボランティア・市民活動の促進 担当 市民協働国際課／社会福祉協議会

　「とよかわボランティア・市民活動センター」をはじめ、市民活動の拠点となる施設が一
層利用しやすくなるように管理・運営に努め、活動の活性化を図ります。また、活動への参
加意欲を高めるため、広報誌やセンターだより、市ホームページを活用し、市民活動情報を
広く市民に周知するとともに、団体同士の情報交換の場を提供し、地域の様々な主体が連携
できる環境づくりに取り組みます。
　さらに、活動団体会員の高齢化や、新しく加入する人が少ないことも課題となっています。
若い世代や定年退職後の市民に対して、参加しやすい環境を整備するとともに、市民活動へ
のきっかけ作りとなる講座を企画するなど、活動者の育成にも取り組みます。

■とよかわボランティア・市民活動センター登録団体（分野別）（各年４月１日現在）

団体活動分野
平成

３０年度
令和

元年度
令和

２年度
（１）保健、医療又は福祉の増進を図る活動 １４９ １３７ １３５
（２）社会教育の推進を図る活動 ８ ７ ７
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団体活動分野
平成

３０年度
令和

元年度
令和

２年度
（３）まちづくりの推進を図る活動 ７ ６ ６
（４）観光の振興を図る活動 ０ １ １
（５）農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 ０ ０ ０
（６）学術、文化、芸術又はスポーツの振興の推進を図る活動 ５８ ６１ ６１
（７）環境の保全を図る活動 ２７ ２８ ２８
（８）災害救助活動 ６ ７ ７
（９）地域安全活動 １９ １８ １８
(10）人権の擁護又は平和の推進を図る活動 １ ２ ２

（11）国際協力の活動 ３ ２ ２
（12）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 ４ ４ ４
（13）子どもの健全育成を図る活動 ５７ ５８ ５８
（14）情報化社会の発展を図る活動 ０ １ ２
（15）科学技術の振興を図る活動 ０ ０ ０
（16）経済活動の活性化を図る活動 ０ ０ ０
（17）職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 ２ ２ ２
（18）消費者の保護を図る活動 ２ ２ ３
（19）前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関す

る連絡、助言又は援助の活動
３ ３ ３

（20）前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は
指定都市の条例で定める活動

０ ０ ０

ｅ．生活支援ボランティアの養成 担当 介護高齢課：地③

　高齢者が、住み慣れた地域で、安心して暮らせるようにするため、住民主体の支え合い活
動を実施するボランティアを養成します。活動内容は、買い物・外出支援・掃除等の生活支
援や、介護予防に役立つ運動・居場所づくりのお手伝いなどです。
　また、講座修了者を対象に、フォローアップ講座を実施し、知識や技術の維持・向上に努
めるとともに、生活支援コーディネーターと連携し、講座修了後のボランティアの活動の場
の充実を図ります。

■介護・生活支援サポーター養成講座

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

参加者数 ３０ ９ １１

ｆ．介護ボランティアポイント制度の実施 担当 介護高齢課：地③

　介護ボランティアポイント制度は、高齢者の社会参加活動を促進するため、６５歳以上の
高齢者が、ボランティア活動の心構え等の基礎研修を受講した上で、制度に登録します。そ
して、介護予防につながるボランティア活動を行った場合、活動実績を踏まえてポイントを
付与する制度です。この制度を導入している市町村が少しずつ増えてきています。
　本市では、東三河広域連合各市町村の状況を踏まえながら、導入を検討します。
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　住み慣れた地域で、安心して暮らし続けられるようにするためには、急性期の医療から、在宅医療
と介護までの一連のサービスを、切れ目なく提供することが求められます。特に、入退院時や在宅療
養時には、医療と介護のスムーズな連携が重要になります。
　そこで、地域の医療・介護資源の把握をはじめ、連携時における課題の把握や対応策の検討を行い、
切れ目のない在宅医療・介護の提供体制の構築を推進します。また、「電子＠連絡帳」を活用した情
報連携を推進し、在宅医療を支える医療関係者（医師・歯科医師・薬剤師・看護師・リハビリ関係職
種等）と介護関係者による多職種連携を推進します。

（１）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

ａ．多職種連携の手引きの更新 担当 介護高齢課：地②

　医療・介護関係多職種の連携に関するルール等について、「多職種連携の手引き」を作成
してまとめています。より利便性が高く、活用しやすいものとするため、年１回の定期更新と、
随時更新（ルールの加除修正等）を行います。

ｂ．医療機関連携情報シート集（医科、歯科）の更新 担当 介護高齢課：地②

　医科と歯科の情報（ケアマネジャー等からの相談に応じやすい時間帯、いわゆるケアマネ
タイム等）について「医療機関連携情報シート集」を作成してまとめています。常に最新の
情報が得られるよう、年１回の定期更新と随時更新（新規登録等）を行います。
　また、地域の医療・介護関係多職種からの認知度が上がるよう、研修等の各種機会を捉え
て普及啓発を行います。

ｃ．国民健康保険のデータベースの活用 担当 保険年金課

　国民健康保険のデータベースを有効活用し、統計の情報を踏まえ、関係機関としっかり連
携していくことで、効果的・効率的な保健事業を実施します。

ｄ．市内の医療機関や介護サービス事業所との連
携・協力

担当 市民病院

　急性期・高度急性期の役割を担う立場として、急性増悪時の対応を行うとともに、急性期
を脱した患者の退院支援を強化していけるよう、受け入れ先となる豊川市内の医療機関や介
護サービス事業所との連携を推進する会議を開催します。また、豊川市医師会が行う「退院
調整機能の構築」・「地域医療構想の構築」に協力します。

３．基本施策３［在宅医療・介護連携の推進］
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第６章　基本施策の展開

（２）地域の医療・介護資源の把握

ａ．地域資源マップの更新 担当 介護高齢課：地②

　本市のホームページにある「わがまち地図情報」では、地域の医療機関と介護サービス事
業所等の情報を掲載しています。常に最新の情報が得られるよう、年１回の定期更新と、随
時更新（新規登録等）を行います。

（３）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

ａ．関係多職種による継続した議論の場の設定 担当 介護高齢課：地②

　地域の課題抽出と対応策が検討できるよう、「地域ケア会議」、「地域包括ケア推進協議会」、
「同作業部会」等を開催します。

（４）在宅医療・介護連携に関する相談支援

ａ．在宅医療・介護連携に関する相談窓口の常設 担当
社会福祉協議会
／介護高齢課：地②

　地域住民の相談に対応できるよう、相談窓口を常設します。また、関係団体が設置してい
る相談窓口の活用について、普及啓発を行います。

ｂ．精神保健福祉支援に関する相談窓口の周知 担当
豊川保健所／保健センター／福祉
課／社会福祉協議会／市民病院

　精神保健福祉支援機関の役割と、相談窓口機能を、市民と関係機関へ積極的に周知します。
そして、相談等があった場合には、相互連携を図りながら相談者の支援を行います。

（５）医療・介護関係者の情報共有の支援

ａ．電子＠連絡帳の普及啓発及び利活用推進施策
の実施

担当 介護高齢課：地②

　電子＠連絡帳システムの概要や利便性等を知ることができる、システム説明会を始めとし
た、様々な機会を提供します。そして、電子＠連絡帳を活用した、効果的で効率的な医療・
介護関係者の情報共有を支援します。

ｂ．電子＠連絡帳システム利便性向上に資する研
究等の実施

担当 介護高齢課：地②

　電子＠連絡帳に関する現状やニーズの把握として、利活用状況調査を実施します。多職種
間の連携が、より効果的・効率的に行える利活用手法や、電子＠連絡帳システム利用者の負
担軽減につながる手法等について、情報収集・提供を行います。
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（６）医療・介護関係者の研修

ａ．他団体と協働して実施する研修等の開催 担当 介護高齢課：地②

　医療・介護の関係多職種間の連携強化、「顔の見える関係づくり」を進めることを目的に、「日
常生活圏域別多職種協働研修」や「提案募集型研修」、「ネットワーク講演会」などを開催し
ます。
※研修等のテーマは、在宅医療、訪問歯科診療、訪問歯科衛生指導、訪問薬剤管理指導、訪問看護、訪問リハビリ、

訪問栄養食事指導などのほか、多職種連携に関する内容を広く対象とします。

ｂ．認定看護師同行訪問看護の実施 担当 市民病院

　特定疾患を有する訪問看護の利用者が、安全・安心な生活を維持できるよう、専門的な知識・
技能を有する認定看護師による、同行訪問を実施し、訪問看護師のスキルアップの機会とし
ます。

ｃ．地域における支援関係者の連携を図る研修会
の実施

担当 豊川保健所

　ＡＬＳをはじめとした、難病患者の支援体制における、関係者間の連携を強化するため、
地域における支援関係者の連携を図る研修を実施します。

ｄ．看護職再就業支援研修の実施 担当 保健センター

　看護師または准看護師の資格があるが、現在、看護職に就いていない方を対象に、医師会
と連携して、看護職再就業支援研修を実施します。

（７）地域住民への普及啓発

ａ．市民向けフォーラムの開催 担当 介護高齢課：地②

　在宅医療・介護を中心とした、地域包括ケアシステムの構築に関する様々なテーマで、市
民向けフォーラムを開催します。「伝える」ことよりも「伝わる」こと、「記憶に残る」こと
を強く意識し、手法等に工夫を凝らします。

ｂ．各種講座等の開催 担当 介護高齢課：地②

　在宅医療や地域包括ケアシステム、認知症に関する出前講座や講演会、より身近な距離で
医師・歯科医師・薬剤師等に質問できる「在宅診療地区座談会」といった各種講座等を、関
係団体と協働し、開催します。
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第６章　基本施策の展開

ｃ．市広報、ホームページ、フェイスブック等各
種媒体での情報の周知・啓発

担当 介護高齢課：地②

　様々な取組について、啓発効果が高まるよう、タイミングよく戦略的に、各種媒体を通じ
たタイムリーな周知・啓発を行います。
　また、医療・介護関係団体と連携し、関係団体の機関紙等も活用できるよう調整します。

ｄ．エンディングノートの活用に関する普及啓発 担当 介護高齢課：地②

　今後の人生について考え、まわりの人と話し合う機会としていただけるよう、エンディン
グノートの活用について普及啓発を行います。

ｅ．かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師を持つ
必要性の普及啓発

担当 保健センター／介護高齢課：地②

　「かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師」を持ってもらうため、関係団体と協働し、出前
講座などの機会を活用し、必要性の普及啓発を行います。

ｆ．高齢者の家庭内における予防救急 担当 消防本部

　救命講習、イベント等の機会を捉え、高齢者の家庭内における予防救急について普及啓発
を行います。

（８）地域ケア会議の開催

ａ．地域ケア会議の開催 担当 広域連合／介護高齢課：地②

　日常生活圏域ごとに開催する「個別ケア会議」や「介護予防のための地域ケア個別会議」
の事例、生活支援コーディネーターの活動から得られる情報などを通じて、地域課題の蓄積
を図ります。それらの蓄積された地域課題のうち、普遍性のあるもの、必要性の高いもの等
を抽出して、「地域ケア会議」において、市全体としての課題の抽出と、課題解決のための
検討を行います。
　なお、「地域ケア会議」で議論のうえ、施策化に向けた提案については、「地域包括ケア推
進協議会」の議題とし、施策実現のための検討と、地域へのフィードバックを行うことで、
ＰＤＣＡサイクルを回し、地域課題の解決を図ります。

（９）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

ａ．関係市町村の情報共有の場の設定 担当 豊川保健所

　「東三河南部地域在宅医療介護連携関係機関担当者会議」等の開催により、市域を越えた
連携や、在宅医療・介護連携に関する情報の共有ができる場や、手法を設定します。
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（１０）関係団体との連携
　以下、行政と関係団体の双方で協力して実施する事業については、事業名の末尾に [ 再掲 ] を付し
てあります。

① 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

ａ．地域連携パスの活用 担当 豊川市医師会

　電子＠連絡帳を用いたクリティカルパスの活用について、検討します。

ｂ．退院調整機能の構築 担当 豊川市医師会

　退院支援・調整にかかる共通のルール作りを目指し、市内すべての病院の退院調整担当者
が参加する協議会にて、各病院の機能を考慮しながら、話し合いを進めます。

ｃ．在宅医療にかかるバックアップ体制の構築 担当 豊川市医師会

　在宅療養支援診療所の届け出医療機関を増加させる取組について、検討します。また、届
出はしていないものの、訪問診療や往診対応を行っている医療機関に対する、在宅療養支援
診療所からの支援や、個々の医療機関間での連携体制の構築推進についても検討します。

ｄ．地域医療構想の実現 担当 豊川市医師会

　病院間、病院と診療所間の連携について検討し、在宅医療との関わりや、各病院の機能を
明確にし、それぞれの役割を果たすようにします。これにより、バランスのとれた地域の医
療を守っていく「地域医療構想」を実現します。

ｅ．認知症初期集中支援チームへの支援 担当 豊川市医師会

　認知症初期集中支援チームは、家族の訴え等により、認知症が疑われる人や、認知症の人
とその家族を、複数の専門職が訪問します。そして、アセスメント、家族支援などの初期の
支援を包括的、集中的に行い、自立した生活のサポートを行います。この活動に対し、医療
機関として必要な協力を継続して行います。

ｆ．訪問歯科診療、訪問歯科衛生指導及び訪問薬
剤管理指導の導入推奨基準の運用

担当
豊川市歯科医師会／豊川市薬剤
師会

　医療・介護関係多職種の意見を踏まえ、現場において使い易い内容とするため、見直しを
検討していきます。あわせて、研修をはじめとした様々な機会を捉えて、普及啓発を行います。
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第６章　基本施策の展開

ｇ．アンケート調査等の実施 担当 全ての医療・介護関係団体

　在宅医療を取り巻く地域の動向等を把握するため、アンケート調査をはじめ、各種調査等を、
定期的または必要に応じて、実施します。

ｈ．服薬に関する課題への対応 担当 全ての医療・介護関係団体

　薬の飲み忘れ、多重投与等を予防するために、お薬手帳の活用、投与の簡素化などの取組
を進めます。
　また、関係機関との間で確立した情報共有、連携方法を、医療・介護関係多職種において
共通認識として定着させます。

ｉ．情報提供活動 担当 全ての医療・介護関係団体

　多職種連携に関するルール等が集約された「多職種連携の手引き」をはじめとした、各種
資料等が有効に活用され、地域に定着していくよう、団体内で情報提供を行います。

② 地域の医療・介護資源の把握

ａ．地域資源マップの更新　[再掲 ] 担当 全ての医療・介護関係団体

　常に最新の情報が得られるよう、定期更新等に協力するとともに、地域資源マップが有効
活用されるよう、各団体の構成事務所等への情報提供を行います。

③ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

ａ．関係多職種による継続した議論の場への参加
[再掲 ]

担当 全ての医療・介護関係団体

　市の要請に応じ、「地域ケア会議」、「地域包括ケア推進協議会」、「同作業部会」等に参加し、
課題の抽出や対応策の検討に協力します。

④ 在宅医療・介護連携に関する相談支援

ａ．在宅医療・介護連携に関する相談窓口の常設　
[再掲 ]

担当
豊川市医師会／豊川市歯科医師
会／豊川市薬剤師会

　関係団体が相談窓口を常設し、地域住民の相談に対応するとともに、これらの相談窓口の
活用が促進されるよう、普及啓発を行います。

ｂ．電話・面談による専門医療相談 担当 愛知県認知症疾患医療センター

　認知症に関する心配事や困り事について、患者や家族、関係機関からの相談に対応するため、
電話・面談による専門医療相談を実施します。
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ｃ．精神保健福祉支援に関する相談窓口の周知　
[再掲 ]

担当
豊川市介護保険関係事業者連絡
協議会（訪問看護）

　精神保健福祉支援機関の役割と、相談窓口機能を、市民と関係機関へ周知します。そして、
相談等があった場合には、精神保健福祉支援機関につなぐことで、相談者の支援を行います。

⑤ 医療・介護関係者の情報共有の支援

ａ．電子＠連絡帳の普及啓発及び利活用推進施策
の実施　[再掲 ]

担当 全ての医療・介護関係団体

　システム説明会などの機会を、団体内で積極的に周知し、電子＠連絡帳の利活用を推進し
ます。

ｂ．電子＠連絡帳システム利便性向上に資する研
究等の実施　[再掲 ]

担当 全ての医療・介護関係団体

　ショートステイの空き情報の共有や、防災への活用など、多職種間の連携が、より効果的・
効率的に行える利活用手法や、システム利用者の負担軽減につながる手法等の研究を行いま
す。

⑥ 医療・介護関係者の研修

ａ．在宅医療の導入及び推進に向けての研修の実施 担当 豊川市医師会

　在宅医療を行っている医師の協力のもと、在宅医療の導入を検討している現役医師や、今後、
医師として活躍する医学生を対象に、訪問診療同行研修を実施します。

ｂ．認定看護師同行訪問看護の実施　[再掲 ] 担当 豊川市医師会

　訪問看護師からの相談に対応し、市民病院と連携して、認定看護師の同行訪問を調整します。
また、同行訪問看護の対象の拡大について、検討します。

ｃ．他団体と協働して実施する研修等の開催[再掲] 担当 全ての医療・介護関係団体

　「日常生活圏域別多職種協働研修」や「提案募集型研修」、「ネットワーク講演会」などを、
引き続き、市と協力して開催します。目的は、在宅医療、訪問歯科診療、訪問歯科衛生指導、
訪問薬剤管理指導、訪問看護、訪問リハビリ、訪問栄養食事指導といった専門的内容を通じて、
医療・介護関係多職種間の連携強化を進めることです。
　また、研修等の案内があった際は、団体内で情報共有するとともに、より多くの方が参加
できるよう調整します。
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⑦ 地域住民への普及啓発

ａ．団体機関紙、ホームページ、フェイスブック
等各種媒体での情報の周知・啓発　[再掲 ]

担当
愛知県認知症疾患医療センター
／豊川商工会議所／全ての医
療・介護関係団体

　相談窓口や健康に関すること、医療・介護に関連するイベント情報などについて、各種媒
体を通じ、タイムリーな情報提供を行います。

ｂ．各種講座等の開催　[再掲 ] 担当
愛知県認知症疾患医療センター
／全ての医療・介護関係団体

　在宅医療や地域包括ケアシステム、認知症に関する出前講座や講演会、より身近な距離で、
医師・歯科医師・薬剤師等に質問できる「在宅診療地区座談会」といった、市が開催する各
種講座等に対し、協力します。
　また、介護従事者の人材確保、人材育成や、地域における介護力の向上へとつなげる「老
活講座」など、団体主導の各種講座等も開催します。

ｃ．かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師を持つ
必要性の普及啓発　[再掲 ]

担当 全ての医療・介護関係団体

　市民に「かかりつけの医師・歯科医師・薬剤師」を持つことの必要性を理解していただくため、
出前講座などの機会も活用しながら、普及啓発活動を行います。

⑧ 地域ケア会議の開催

ａ．地域ケア会議への参加　[再掲 ] 担当 全ての医療・介護関係団体

　市が開催する「地域ケア会議」に参加し、抽出された地域課題について、それぞれの専門
的立場から、市全体としての課題の抽出や、課題解決のための検討を行います。

⑨ 在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携

ａ．市域を越えた議論の場や研修・講演会等への
参加

担当 全ての医療・介護関係団体

　市域を越えた議論の場や、研修・講演会等の案内があった際には、積極的に参加し、在宅医療・
介護連携に関する情報の共有と、連携の推進を図ります。

第６章　基本施策の展開

59



４．基本施策４［認知症施策の推進］

　認知症の方の意思が尊重され、できる限り、住み慣れた地域のよい環境で、自分らしく暮らし続け
るためには、認知症の容態に応じて、適切な医療や介護を受けられることと、地域全体で認知症の方
とその家族を支える仕組みが必要です。
　国では、令和元年６月、認知症施策推進関係閣僚会議において「認知症施策推進大綱」が取りまと
められました。認知症の発症を遅らせ、認知症になっても、希望を持って日常生活を過ごせる社会を
目指し、認知症の方やその家族の視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として、各種
施策を推進していくとしています。この大綱では、具体的な目標として、全市町村において、「本人、
家族のニーズと、認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み（チームオレンジ）を整備する」
という目標が設定されました。
　本市としても、認知症サポーターの養成に加え、認知症サポーターが活躍できる場の提供など、認
知症の方とその家族を総合的に支援する仕組みづくりを始めとした、各種認知症施策の推進を図りま
す。

（１）認知症支援体制の整備

ａ．認知症支援体制の充実 担当 介護高齢課：地②

①認知症初期集中支援チームの設置
　認知症初期集中支援チームは、医療や介護等の専門職 2 名と専門医 1 名の 3 名以上で
構成されます。チームの役割は、認知症の方が地域の生活が維持できる支援を、出来る
限り早い段階で包括的に提供することです。チーム員が認知症の方とその家族を訪問し、
アセスメントや家族支援などの初期の支援を最長 6 ヵ月の期間で包括的・集中的に行い、
自立生活に向けたサポートを行ったうえで、本来の医療や介護サービスにつなげます。
　本市では、平成 30 年度から 1 チームを設置しています。

②認知症地域支援推進員の配置　
　認知症地域支援推進員は、認知症の方とその家族を支援する体制構築に関する業務、地
域において認知症の方を支援する関係者の連携促進に関する業務、認知症の方とその家族
を支える地域資源の情報収集や提供に関する業務、認知症に関する研修会の企画・実施に
関する業務などを担っています。
　本市では、市内４箇所の高齢者相談センターに各１名を配置しています。

③チームオレンジの設置　
　チームオレンジは、認知症の方とその家族を含む、地域のサポーターと、多職種の職域
サポーターで構成されます。チームの役割は、見守り、話し相手、出前支援、困りごとの
手伝い、メンバーの認知症予防など様々です。地域において、身近なチームによる早期か
らの継続支援等を行います。
　本市においても、チームオレンジの設置に向けた検討を進めます。

新規
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④認知症ケアパスの活用
　「認知症ケアパス」は、認知症の日常生活自立度などに応じた、適切な医療・介護・イ
ンフォーマルサービスなどサービス利用のフローチャートを示すことにより、早期に適切
な医療・介護・生活支援を受けられるようにするものです。
　本市では「認知症の方とその家族・介護者支援ガイドブック」として作成しました。
　認知症の容態に応じた、適切な支援のあり方を示すものですが、家族介護のポイントや、
認知症の症状などの知識、早期診断・早期発見の重要さ、前兆に気がつくためのチェック
リスト、前兆に気がついたときの対応、予防するための生活習慣なども掲載しており、積
極的な周知と講座などで活用を図ります。

⑤認知症カフェの設置支援と周知、連携
　認知症カフェは、主に認知症の方とその家族、そして地域住民を対象とした福祉サロン
です。
　介護サービス事業所のスペースなどを活用し、月に１～２回など定期的に開催されてい
ます。特別なプログラムはありませんが、効果としては、認知症の方にとっては、自ら活
動し、楽しめる場所であり、家族の方にとっては、同じく介護をしている家族の方など、
分かり合える人と出会え、専門職に相談できる場所となっています。また、専門職にとっ
ては、認知症の方と触れ合え、地域住民にとっては、住民同士の交流や、認知症に対する
理解を深める場所となっています。
　本市では、介護サービス事業者などの協力を得て、令和２年１２月現在１０箇所のカフェ
が開設されています。高齢者相談センターや居宅介護支援事業所、介護サービス事業所と
連携し、今後も整備を進めるとともに、認知症カフェ事業費補助金を支給し、運営を支援
します。

■認知症カフェ（各年度末現在）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

箇所数 ９ ９ １０

⑥認知症相談窓口普及啓発活動の推進
　高齢者の総合相談窓口である高齢者相談センターは、認知症に関する相談においても、
それぞれの相談に応じて、適切な対応をするために重要な役割を担っています。様々な機
会をとらえて、認知症に関する相談窓口としての高齢者相談センターについて、周知を図
ります。

ｂ．グループホーム入居者の負担軽減 担当 介護高齢課：地①

　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）における円滑な入居を支援するため、市民
税非課税世帯の低所得者を対象に、１日当たり５００円の利用者負担の軽減を行います。

第６章　基本施策の展開
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（２）認知症にやさしい地域づくり

ａ．認知症サポーターの養成 担当 介護高齢課：地②

　地域において、認知症についての正しい知識や、対応の仕方を伝える「認知症サポーター
養成講座」を開催します。講座の開催数を確保するために、行政以外のキャラバン・メイト（講
師資格者）との連携や、若い世代への啓発のため、小・中学校などにおける講座の開催機会
の充実を図ります。
　また、あくまでもできる範囲で手助けを行うという活動の任意性は維持しつつ、養成され
た認知症サポーターが、様々な場面で活躍できるよう、活動事例なども学べる実践的な講座
として「認知症サポーターステップアップ講座」を開催します。
　サポーターが活動しやすい場や環境、きっかけづくりなどについて、認知症地域支援推進
員と連携し、検討します。

■認知症サポーター養成事業（各年度末現在）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

キャラバンメイト数 １３５ １４４ １５２

サポーター養成数 ７８８ １，２１６ ９７８
※キャラバンメイト数：年度末の累計　サポーター養成数：各年度実績

ｂ．徘徊高齢者捜索模擬訓練 担当 介護高齢課

　認知症に関する地域の支援力を向上するため、民生委員、町内会、老人クラブ、介護保険
事業所、「高齢者地域見守りネットワーク」登録事業所等が参加し、認知症による徘徊行動を
想定した徘徊者役を捜索する模擬訓練を、以下の４つを主な目的として実施します。
　また、「愛知県行方不明・身元不明認知症高齢者ＳＯＳ広域ネットワーク」を活用し、市町
村域を超えた、広域的な捜索による、早期発見・保護に取り組んでいます。

＊参加者が徘徊者役へ声かけを行うなど、認知症の方と接する際に必要な配慮を学ぶ機会を提供し、認知症
の方への気づきと理解促進を図る

＊認知症による行方不明者が発生した場合に備えて構築した、「高齢者地域見守りネットワーク」における情
報配信システムの検証

＊「高齢者地域見守りネットワーク」への情報の流れと、関係機関等の役割確認
＊見守りキーホルダー携帯時の対応と、見守りキーホルダーの周知

■徘徊高齢者捜索模擬訓練

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

開催地区 三蔵子地区 御津地区 桜木地区

参加者数 ６５ ７５ ５６
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ｃ．認知症講演会の開催 担当 介護高齢課：地②

　認知症について、多くの方に理解をしていただく啓発の機会として、認知症講演会を開催
します。

■認知症講演会と参加者数

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

開催数 １ １ １

参加者数 １７２ ２０３ １８７

ｄ．ＧＰＳによる徘徊高齢者家族支援サービスの
推進

担当 介護高齢課：地①

　徘徊する恐れのある認知症の方の、家族等の介護負担の軽減を図るため、家族等に対して、
行方不明時の居場所を早期に確認するため、ＧＰＳ等を用いた位置情報検索等サービスがあ
ります。これを利用する場合の、初期費用の一部を助成します。機器の種類は、認知症の方
の状態に応じて選択できます。

■徘徊高齢者情報提供サービス事業（平成３０年度より広域連合事業）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

機器貸与件数 １２ ５ ５

ｅ．徘徊・見守りＳＯＳネットワークの推進 担当 介護高齢課：地②

　高齢者が地域で安心して生活できるよう、認知症サポーターを含む、地域の多様な人々や
組織などの連携による「高齢者地域見守りネットワーク」の拡大を図ります。このネットワー
クにより、普段からの見守りを行うことで、早期に異常を発見したり、高齢者の行方不明な
どを未然に防ぐとともに、万が一、高齢者の行方不明などが発生した場合は、連携・協力に
より早期発見・保護に努めることで事故を防止します。
　また、高齢者の消費者被害などが多発していることから、東三河消費生活豊川センターを
所管する商工観光課と連携し、地域の消費者被害の動向等を共有し、消費者被害の防止を啓
発します。
　このネットワークに出来るだけ多くの方が加入することで、より効果が期待できることか
ら、今後も様々な機会を捉え、ネットワーク参加者の拡大を図ります。

ｆ．高齢者見守りキーホルダー配付事業 担当 介護高齢課：地②

　６５歳以上のひとり暮らし高齢者などに、登録番号入りのキーホルダーなどを配付します。
緊急時に、速やかに身元確認を行うことができることにより、安心して生活できる地域づく
りを進めます。

■見守りキーホルダー配付事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

配付件数 ３２ ６６ ７６
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ｇ．ケアラー手帳の配付 担当 介護高齢課

　家族などが認知症になると、その方を介護する方が対応に困惑する、長年に渡る介護によっ
て疲れてしまうことがあります。そこで、介護する方が自分自身の健康を守りながら、より
よい介護ができることを目的として、ケアラー手帳を配付します。
　手帳には、介護をしている方の体験談や健康チェック、認知症に関する知識や認知症の方
を介護する際のコツなどが記載されています。
　ケアラー手帳は、希望者に配付するとともに、介護者交流会や認知症講演会でも周知を図り、
活用します。

（３）権利擁護施策の充実

ａ．成年後見制度相談支援事業 担当
介護高齢課／福祉課／社会福祉
協議会

　成年後見制度相談支援事業を社会福祉協議会に委託して実施します。判断能力が不十分な
認知症の方などの人権や財産を保全することにより、安心して、地域生活の継続と適切な福
祉サービスの利用が可能となるよう、相談及び情報提供を行います。
■成年後見支援センター相談件数　※認知症の方などにかかる相談

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

相談件数 ５２８ ６２２ ５８２

ｂ．成年後見制度の利用に向けた支援 担当 介護高齢課：地①

　判断能力が不十分であり、また、親族などからの支援も見込めない低所得の高齢者を対象に、
成年後見制度の申立て費用や、後見人報酬の一部を助成します。
■市長申立て件数

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

申立て件数 ４ ５ ６

ｃ．市民後見人の養成 担当 介護高齢課／福祉課

　高齢化が進む中、認知症の方などの増加に伴い、成年後見の需要はさらに増大していくこ
とが見込まれます。弁護士などの専門職だけでは対応しきれなくなる恐れがあることから、
その役割を担う、市民を含めた支援体制を構築するため、平成２８年度と２９年度に市民後
見人養成講座及びフォローアップ講座を開催しました。今後も、この市民後見人の育成と活
用について、成年後見支援センターをはじめ関係機関と、必要な施策について協議します。

ｄ．日常生活自立支援事業 担当 社会福祉協議会

　日常生活に不安を抱えている認知症高齢者、知的障害者、精神障害者などで、自分一人で
契約などの判断をすることが必要な方や、お金の出し入れ・書類の管理などをするのに不安
がある方を対象に、福祉サービス利用やそれに合わせた日常的なお金の出し入れ、日常生活
に必要な事務手続き、大切な書類等をお預かりするなどして支援します。
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５．基本施策５［高齢者福祉施策の推進］

　高齢者が増加する中、地域の支え合いとネットワークづくりが重要になります。特にひとり暮らし
高齢者や高齢者のみ世帯、認知症高齢者への対応や高齢者虐待の防止、避難行動要支援者対策では、
身近な地域の見守りが必要となります。地域のあらゆる関係団体との連携体制を構築するとともに、
地域に住む一人ひとりが互助の意識を持つことが大切です。
　また、高齢者が住み慣れた地域で生活するためには、生活支援や安全・安心な環境整備が必要にな
ります。本市では、各種の福祉サービスを実施しており、今後も、高齢者にとって必要とされるサー
ビスを精査するとともに、「必要な方に適切なサービス」を提供できるよう生活支援体制を整備します。

（１）高齢者相談センター（地域包括支援センター）の機能強化

ａ．高齢者相談センター（地域包括支援センター）
の運営

担当 広域連合／介護高齢課：地②

　高齢者相談センターは、保健師、社会福祉士及び主任ケアマネジャーの３職種が連携しな
がら、介護予防ケアマネジメント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的
ケアマネジメント業務などの事業を、一体的に担う中核拠点として、活動しています。
　各日常生活圏域内の高齢者に対し、心身の健康維持と介護予防、保健医療の向上、福祉の
増進、生活の安定のために必要な支援などを一体的に行うとともに、相談者へのきめ細やか
な対応ができるよう、必要な人材の確保に努めます。
　また、高齢者相談センターは、「外へ出て相談者のもとへ出向き、顔の見える関係づくり」
を目指しています。連絡をいただければ出向く方針であること、高齢者などの総合相談支援
のワンストップ窓口であることを、さらに広報・周知します。
　今後も、高齢者相談センターは、地域包括ケアシステムの実現に向け、地域の最前線に立
つ機関として、在宅医療・介護連携、認知症施策、地域ケア会議の推進、生活支援サービス
の充実への関与など多くの業務を担います。平成２９年度には、４箇所の高齢者相談センター
に加えて５箇所の出張所を、令和２年度には新たに１箇所の出張所を設置し、市内全１０中
学校区に相談窓口を整備しました。
　さらに、業務全般を効果的かつ円滑に運営していくためには、本市の施設再編計画に併せ、
高齢者相談センターと出張所の配置について検討し、機能強化を図ります。

　また、重層的支援体制整備事業への移行準備事業として、１０箇所の相談窓口に１名ずつ
配置されたコミュニティソーシャルワーカーが、高齢、障害、子どもなどの枠組みにとらわ
れず、断らない相談体制を構築し、複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援
に取り組みます。

※本市では、地域包括支援センターをより分かりやすくなじみのある相談窓口とするため、平成２４年４月
１日から呼び名を「高齢者相談センター」としています。

新規
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（２）見守り活動の推進

ａ．高齢者の見守り活動の推進 担当
介護高齢課／福祉課／社会福祉
協議会

　高齢者の見守り活動は、町内会をはじめ民生委員、福祉委員、ボランティア、老人クラブ、
「高齢者地域見守りネットワーク」など、様々な担い手によって行われており、高齢者が安心
して暮らせる地域づくりを推進しています。
　今後も「高齢者地域見守りネットワーク」の趣旨を啓発し、登録者と登録団体の増加、「高
齢者・認知症の方の見守りガイドブック」を活用した啓発を図り、見守りのネットワークを
拡大するとともに、地域主体の見守り活動を推進します。
　また、民生委員によるひとり暮らし高齢者の見守り活動と連携し、支援が必要な高齢者を
把握するとともに、高齢者相談センターなどによる生活支援につなげます。
　そのほか、特殊詐欺や悪質商法などの犯罪から高齢者を守るため、警察からの啓発情報を、
市をはじめ各団体が有する広報媒体を活用して発信します。

ｂ．町内会への加入促進 担当 市民協働国際課／介護高齢課

　ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯など、見守りが必要と思われる世帯に対し、町内会
加入を啓発します。
　あわせて、高齢者への町内会への加入状況や、加入の妨げとなる要因を分析します。

ｃ．高齢者虐待防止ネットワーク 担当 介護高齢課

　虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護や、養護者に対する適切な支援を行うため、介
護高齢課、高齢者相談センターに相談窓口を設置して対応するとともに、高齢者虐待防止や
早期発見、早期対応を図るため、関係者に啓発を実施します。
　また、「高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会」を設置し、市民とその他関係機関の連携
により、地域における高齢者虐待防止のためのネットワークを運用します。

（３）家族介護者への支援

ａ．家族介護教室等の開催 担当 介護高齢課：地②

　要介護高齢者を介護する家族等に対し、適切な介護知識と技術を習得することを内容とし
た「家族介護教室」を開催します。また、同じ立場にある介護者同士が悩みを相談したり情
報交換したりするなど、リフレッシュできる場としての介護者交流会を開催します。

■家族介護者教室等

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

教室開催回数 １３ １４ １３

参加者数 ５９ ７２ ９５
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第６章　基本施策の展開

ｂ．介護用品の購入支援 担当 介護高齢課：地①

　要介護４以上の認定を受けた、在宅の要介護者を介護する家族の経済的負担等の軽減、在
宅生活の継続や、清潔で快適な在宅介護環境の保持を図るため、市町村民税非課税世帯等の
低所得者を対象に、年額９９，６００円分の介護用品券を、東三河広域連合の統一した基準に
より支給します。

■家族介護支援介護用品給付事業（平成３０年度からは東三河広域連合事業として実施）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

給付件数 ２５ ３３ ４０

ｃ．要介護高齢者介護用品支給事業 担当 介護高齢課

　要介護３以上の認定を受けた高齢者で、在宅で介護を受けている方を対象に、年額
３０，０００円分の介護用品券を支給します。ただし、東三河広域連合が実施する介護用品の
購入支援を受けている方を除きます。
　なお、今後この事業は、東三河広域連合構成市町村とのバランスや高齢者の多様なニーズ
に対応するため、支給対象者と実施方法を検討します。

■要介護高齢者介護用品支給事業（年度末の実人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ２，２３９ ２，２８６ ２，３１４

ｄ．要介護高齢者・重度身体障害者訪問理美容サー
ビス事業

担当 介護高齢課

　要介護３以上の認定を受けた高齢者と、身体に重度の障害があり、在宅で介護を受けてい
る方を対象に、在宅で理美容サービスが受けられるよう、年額１２，０００円分の訪問理美容
サービス券を支給します。
　なお、今後この事業は、東三河広域連合構成市町村とのバランスや高齢者の多様なニーズ
に対応するため、支給対象者と実施方法を検討します。

■要介護高齢者・重度身体障害者訪問理美容サービス事業（年度末の実人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ２，２９２ ２，３１６ ２，３４２

ｅ．家族介護者のレスパイト支援 担当 広域連合

　家族介護者の心身の負担軽減やリフレッシュにつながる機会を創出し、在宅介護の継続を
支援します。
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（４）安全・安心の体制づくり

ａ．避難行動要支援者支援制度事業 担当 介護高齢課／福祉課／防災対策課

　自主防災会や、近隣住民の互助による災害時支援を目的として、ひとり暮らし高齢者や要
介護３以上の認定を受けた方、障害のある方などの避難行動要支援者を対象に、登録を希望
した方の氏名・住所などの情報を市の台帳に登録します。その情報を本人、自主防災会、民
生委員、地域支援者等が共有することにより、平常時からの見守りや、災害時の安否確認など、
助け合いの支援体制を強化します。また、登録した方には、登録内容やかかりつけ医名、服
薬状況などの救急情報を収める緊急情報キットを配付して、より迅速な支援に役立てます。

■避難行動要支援者支援制度事業（年度末の独居・介護度３～５・その他の合計）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

台帳登録者数 １，６４７ １，５２２ １，５０４

ｂ．ひとり暮らし老人ガス安全対策事業 担当 介護高齢課

　ひとり暮らし高齢者世帯の安全な生活環境を守るため、ガス漏れ事故に対し、ガスを自動
的に遮断し、ガス漏れを知らせる機器を設置します。

■ひとり暮らし老人ガス安全対策事業（年度末の人数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 １６５ １６４ １６９

ｃ．緊急通報システム設置事業 担当 介護高齢課

　ひとり暮らし高齢者などに対して、急病、事故または災害などの緊急時に連絡できる緊急
通報装置を自宅に設置し、通報時には専門オペレーターにより速やかに適切な対応をします。
毎月の安否確認や、日常生活の相談にも対応しており、緊急時の迅速な対応も含め、安心し
て生活できる環境を提供します。今後は、事業の対象者について、見直しを行い、拡充を検
討します。

■緊急通報システム設置事業（年度末の台数）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

設置台数 １６７ １６１ １５５

拡充
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第６章　基本施策の展開

ｄ．高齢者世話付住宅への生活援助員の派遣 担当 介護高齢課：地③

　県営牛久保住宅、県営諏訪住宅、市営諏訪西住宅、県営稲荷北住宅に併設のシルバーハウ
ジング（※）を対象に、安否確認や生活相談などを行う生活援助員を派遣します。

※シルバーハウジング…高齢者の安全や利便性に配慮した設備や構造を備え、福祉サービスが適切に受けら
れるよう配慮された公的賃貸住宅。

■生活援助員派遣事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

派遣回数 ３，９９５ ４，５６８ ４，３４４

（５）高齢者の住まいの確保

ａ．養護老人ホームへの入所措置 担当 介護高齢課

　家庭環境や経済的な理由、虐待を受けているなどの事情により、在宅での生活が困難なお
おむね６５歳以上の方を対象に、市が入所措置をします。

■養護老人ホームへの入所措置

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

入所者数 １０ １０ ９

ｂ．高齢者の住まいの安定的な確保 担当 建築課

　第６次総合計画の「定住・交流施策」の１つである「コンパクトシティの推進」及び公共
施設等総合管理計画により、市営住宅の新築・建替えはせず、適切な修繕と昭和５６年以前
に建設された市営住宅のうち、補強の必要性が確認された住宅への耐震補強工事による長寿
命化を図ります。住宅確保要配慮者の居住を確保するとともに、民間賃貸住宅等の活用を検
討します。

ｃ．高齢者の住まいに関する情報提供 担当 介護高齢課：地②

　高齢者の住まいについては、介護サービス以外にも、措置制度によるもの、老人福祉法に
基づくもの、民間から提供されるものなど種類が多く分かりにくいため、高齢者向け住宅の
整備状況を把握し、「高齢者のすまいの手引き」を更新するなど、情報を提供します。

ｄ．住宅改修支援事業 担当 介護高齢課：地①

　福祉用具・住宅改修に関する相談への対応、情報提供や、住宅改修費に関する助言などの
支援を東三河広域連合で行います。
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（６）生活支援サービスの充実

ａ．高齢者福祉サービス啓発事業 担当 介護高齢課

　本市の高齢者福祉サービス等をまとめたパンフレットを作成し、窓口や関係機関に配布し
ます。また、介護予防把握事業である基本チェックリスト送付時に同封するなど、広く市民
に各種サービスに関する情報提供を行います。

ｂ．寝具洗濯サービス事業 担当 介護高齢課

　ねたきり、ひとり暮らし高齢者、重度心身障害者を対象に、衛生的な生活環境で暮らせる
よう年２回、寝具の洗濯・乾燥・消毒を行います。

■寝具洗濯サービス事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

対象者数 ３７ ２６ ２５

ｃ．ホームヘルパー派遣事業 担当 介護高齢課

　介護保険の給付対象にはならないが、自立した日常生活を営むのに支障がある高齢者や、
要介護・要支援認定を受けていないが、傷病などにより一時的に要介護状態と同等の状態で
ある方に対し、ホームヘルパーを派遣します。

■ホームヘルパー派遣事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 １ ０ ０

延べ派遣回数 １９ ０ ０

ｄ．日常生活用具給付事業 担当 介護高齢課

　ひとり暮らし高齢者の日常生活や生活環境の向上を図るため、電磁調理器、自動消火器な
どの給付を行います。

■日常生活用具給付事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 １３ １９ ９
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第６章　基本施策の展開

ｅ．生活管理指導員派遣事業 担当 介護高齢課

　基本的な生活習慣が欠如しているなど、社会適応が困難な高齢者に対し、生活管理指導員
を派遣して、日常生活に対する指導・支援を行います。
　在宅生活の安全を保つとともに、介護サービスの導入を促し、社会資源への結び付けを図
ります。

■生活管理指導員派遣事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ０ １ ０

ｂ．高齢者生活支援ショートステイ事業 担当 介護高齢課

　介護保険対象外の高齢者が、緊急時等により一時的に在宅で介護が受けられない場合など
に、養護老人ホームなどで短期宿泊させ、日常生活に対する指導・支援を行います。

■高齢者生活支援ショートステイ事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用者数 ６ ５ ８

利用日数 １１３ １２２ ２７０

ｇ．配食サービスの実施 担当 介護高齢課：地②

　地域における自立した日常生活の支援を行うため、栄養改善及び見守りが必要な高齢者に
対し、週５回を限度として配食サービスを行います。利用した際の費用として、１食あたり
３０５円を、東三河広域連合の統一した基準により助成します。

■まごころ給食サービス事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

利用者数 ４６ ７６ ８４

ｈ．会食・配食ボランティア活動 担当 社会福祉協議会

　ボランティア団体により、地域の一人暮らし高齢者等を対象に、日常の孤独感の解消や引
きこもりの防止を図るため、会食会の開催や対象者宅への配食を行います。

ｉ．あんしん訪問収集 担当 清掃事業課

　身近な方の協力が得られず、ごみ・資源物を所定の集積場に自ら出すことが困難な高齢者・
障害者の世帯の方を対象に、週に１回、玄関先までごみ・資源物を戸別収集します。
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ｊ．ちょこっとサポート事業 担当 介護高齢課

　シルバー人材センターに委託し、６５歳以上の高齢者のみの世帯に対して、日常生活支援
を行うことにより、高齢者世帯の生活の充実に寄与するとともに、シルバー人材センター会
員の就業機会の拡大を図ります。

（７）外出支援

ａ．高齢者交通料金（豊鉄バス・豊川市コミュニティ
バス）助成事業

担当 介護高齢課

　外出が困難な高齢者が増えていることから、通院や買い物などの外出支援や、社会参加を
促すために、７０歳以上の低所得者（市民税本人非課税者）に、豊鉄バス・豊川市コミュニティ
バスの共通回数券（１００円券２２枚綴り）１冊を助成します。
　平成２９年度に交付枚数を１００円券１１枚から２２枚に拡充しましたが、高齢者の移動
支援を検討する中で、引き続き、この事業の内容を検討します。

■高齢者交通料金助成事業（コミュニティバス）

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ７９８ ９２５ １，０００

ｂ．運転免許自主返納支援事業 担当 人権交通防犯課

　運転免許自主返納をした方に、豊鉄バス・豊川市コミュニティバス共通回数券（１００円
券２２枚綴り）１冊、または反射材付き傘１本をお渡しします。
　また、高齢運転者の免許証自主返納の促進を図るため、広報啓発活動を推進します。

ｃ．高齢者の移動手段の確保 担当 介護高齢課／人権交通防犯課

　高齢運転者の身体機能の低下に起因する交通事故は社会的反響が大きく、運転免許証の自
主返納件数も年々増加しています。これを踏まえ、自動車を運転しない高齢者の移動手段を
確保し、充実した生活が続けられるようにする必要があります。必要な移動支援や生活支援
について、介護高齢課や高齢者相談センター、公共交通部局の人権交通防犯課とも連携した
うえで検討し、実施します。
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第６章　基本施策の展開

（８）福祉給付・敬老事業

ａ．在日外国人高齢者福祉手当支給事業 担当 介護高齢課

　大正１５年以前に生まれた方で、市内に１年以上居住し、昭和５７年以前から引き続き外
国人登録をしており、かつ公的年金の受給資格のない人に対し支給します。

■在日外国人高齢者福祉手当支給事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ４ ４ ３

ｂ．敬老金等支給事業 担当 介護高齢課／社会福祉協議会

　多年にわたり社会の発展に貢献してきた高齢者に、敬愛の意を表し長寿を祝うため、一定
年齢の方に、それぞれ敬老祝い金や祝い品を支給します。
　なお、平均寿命は延伸を続けており、今後、支給対象者数が増加することが見込まれてい
ることから、実施内容及び対象者を検討します。

■敬老金等支給事業

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

支給決定者数 ９１５ ９１７ １，０２７

73



第７章　介護サービスの充実第７章　介護サービスの充実
　介護サービスについては、保険者である東三河広域連合と連携し、安定的な運営に努め、介護保険
事業を推進します。

１．介護サービス基盤の充実

　東三河全域で充実した介護サービスを、将来にわたり安定的に提供していくために、地域の特性や
ニーズに応じた介護サービス基盤の整備をはじめ、介護サービス水準の平準化など、適正なサービス
の利用促進の観点から、介護保険制度を運営しています。
　特に、介護サービス基盤の整備については、東三河地域における介護サービスの利用状況等を把握・
分析したうえで、必要なサービスの充実に努める必要があります。
　第８期介護保険事業計画では、高齢者人口や要介護認定者数の推移・高齢者世帯の状況など、北部
圏域と南部圏域それぞれの地域の特性に応じた取組みを推進することにより、東三河全域の介護サー
ビス基盤のさらなる充実を図ります。
　また、地域で暮らす高齢者と、その家族を、様々な方面から総合的に支える高齢者相談センター（地
域包括支援センター）については、増加する支援ニーズ等に対応するための機能や体制の強化に努め
ます。

（１）高齢者相談センター（地域包括支援センター）の機能強化

ａ．高齢者相談センター（地域包括支援センター）
の運営［再掲］

担当 広域連合／介護高齢課：地②

　介護予防事業や総合相談支援業務、権利擁護業務など包括的支援事業を実施する地域包括
支援センター（本市では、「高齢者相談センター」と呼称）を構成市町村に設置します。また、
本市においては、地域包括ケア推進協議会で、高齢者相談センターの活動報告、設置、変更、
廃止などの事前検討を行い、公正かつ中立的な高齢者相談センターの運営を推進します。

ｂ．地域ケア会議の開催　［再掲］ 担当 広域連合／介護高齢課：地②

　介護、医療、福祉等の専門職や住民組織の関係者等の多職種協働による「地域ケア会議」
を地域包括支援センター又は構成市町村が開催し、個別事例の課題解決や地域課題の抽出を
行います。また、地域の課題やニーズは東三河広域連合が開催する地域ケア会議で集約し、
課題解決に向けた事業化、施策化の検討を行います。
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第７章　介護サービスの充実

（２）地域密着型サービスの整備方針
　地域密着型サービスは、高齢者が中重度の要介護状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で生
活を継続できるようにするため、地域の特性に応じた、多様で柔軟なサービスを提供するものです。
事業所の規模は小規模で、柔軟な人員配置や地域に開かれた運営などが特徴です。
　地域密着型サービスは、平成２９年度までは、各市町村内の住民がそれぞれの市町村内の事業所に
限って利用できるサービスでしたが、保険者統合により東三河地域内のすべての地域密着型サービス
を利用することができるようになりました。そのため、訪問・通所系のサービスについては、隣接す
る市町村も含めた利用、居住系サービスについては、東三河全域を利用対象と想定し、整備を推進し
ます。
　なお、地域密着型サービスの種類・概要と、現在、本市でサービスを提供している事業所数の一覧
は下記のとおりです。

【地域密着型サービス一覧】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （令和２年９月 30 日現在）

サービスの種類 概　要 豊川市の
事業所数

広域内の
事業所数

定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

（２４時間対応の定期巡回・
随時対応サービス）

　重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅
生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪
問介護と訪問看護が密接に連携しながら、短
時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行う
サービス

１ ５

夜間対応型訪問介護
（夜間ホームヘルプサービス）

　自宅で自立した日常生活を、２４時間安心
して送ることができるよう、夜間帯に訪問介
護員が利用者の自宅を訪問するサービス（定
期巡回と通報への随時対応がある）

０ ０

認知症対応型通所介護
（認知症専用デイサービス）

　比較的安定した状態にある認知症の方が、
通いながら共同して入浴・食事など日常生活
上の世話や機能訓練を受けるサービス
⑴単独型・併設型
単独で、または特別養護老人ホームなどに
併設され、デイサービス単体でのサービス
が提供されるもの

⑵共用型
グループホームなどの入居者と一体的に
サービスが提供されるもの

10 27

小規模多機能型居宅介護
（デイサービスとホームヘ
ルプサービスとショートス
テイの組合せ）

　「通い」を中心に、利用者の状態や希望、家
庭の事情に応じて随時「訪問」「泊まり」を組
み合わせた柔軟な対応を行うサービス

５ 13

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

　認知症の症状により自宅での生活が困難と
なった人を対象に、共同生活を通し認知症を
持ちながら自宅での生活とほぼ変わらない日
常生活上の世話や機能訓練を行うサービス

14 67

地域密着型特定施設入居者
生活介護

（小規模な介護付有料老人
ホームなど )

　入浴・排泄・食事などの介護、その他日常
生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行
う施設

０ ０
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サービスの種類 概　要 豊川市の
事業所数

広域内の
事業所数

地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護

（定員２９名以下の小規模
な特別養護老人ホーム）

　常時介護が必要なため在宅の生活が困難な
入所者に食事・入浴・排泄などの日常生活の
介護や健康管理を行う施設

６ 24

看護小規模多機能型居宅介護
（複合型サービスの一種）

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み
合わせて提供するサービス ３ ６

地域密着型通所介護
（定員１８名以下のデイ
サービス）

　食事や入浴などの日常生活上の支援や、生活
機能向上のための機能訓練や口腔機能向上サー
ビスなどを日帰りで提供する小規模な施設

22 112

ａ．地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（小規模特別養護老人ホーム）の整備

担当 広域連合

　令和元年６月１日に実施した「介護保険施設等待機者調査」の結果、特別養護老人ホーム
（小規模特別養護老人ホームを含む）の「要介護３以上の在宅待機者」は東三河全体で６２１ 
人（内、１年以内に入所の必要性が高い者は２６５ 人）となっています。特別養護老人ホー
ムの１年間の退所者数が８２８ 人（平成３０ 年１年間の実績）であることから、入退所のサ
イクルにより、「要介護３以上の在宅待機者」の待機状態が長く続くことは少ないものと考え
られます。
　ただし、今後も、南部圏域では要介護認定者（新規待機者）数が引き続き増加していくこ
とが見込まれており、計画最終年度（令和５年度）の年間退所者数（８５８ 床）と優先入所
必要数（９１３ 床）の差が５５ 床マイナスになる見込みです。効果的に待機者の縮減を図る
ため、東三河の住民のみが入所できる地域密着型の小規模特別養護老人ホーム（２９ 人以下
定員）を、豊橋市に整備します。これは、南部圏域の中でも要介護３以上に対する特別養護
老人ホームの供給率が、最も低いためです。
　また、家族介護者のレスパイト（休息）につなげるため、整備する施設に短期入所生活介
護（ショートステイ）を併設し、居宅サービスの充実を図ります。

【整備目標】

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業所整備数 ― ２

整備定員数 ― ５８

総事業所数 ２４ ２６

総定員数 ６８７ ７４５
※短期入所生活介護（ショートステイ）を計２０～３０ 床併設する。

【整備地域】

豊橋市 豊川市 蒲郡市 新城市 田原市 設楽町 東栄町 豊根村

２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
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第７章　介護サービスの充実

ｂ．地域密着型特定施設入居者生活介護の整備 担当 広域連合

　定員３０ 人以上の特定施設入居者生活介護は、供給量が満たされています。そのため、第
８期計画において、特定施設入居者生活介護と同様に、本サービスの整備は行いません。

ｃ．認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
の整備

担当 広域連合

　令和元年６月に実施した「施設入所等待機者調査」の結果、グループホームの待機者数は、
東三河全体で３６９ 人（在宅２１６ 人）でしたが、グループホームの１年間の退所者数が
２７２ 人（平成３０ 年１年間の実績）であること、調査以降の第７期計画期間中に４事業所（定
員数７２ 人）が整備されることから、入退所のサイクル等により、待機状態が長く続くこと
は少ないと考えられます。
　一方、今後も、要介護等認定者の増加とともに、認知症高齢者の増加が予測されることや、
認知症の高齢者を在宅で介護する家族の負担は大きいことから、引き続き需要が見込まれま
す。そのため、第８期計画において、本サービスの整備を促進する必要があります。
　必要整備数として、過去の給付実績から、グループホームの利用者数は年３０ 人程度増加
することが見込まれており、第８期計画期間中は、５事業所（定員数９０ 人）のグループホー
ムを整備する方針とします。

【整備目標】

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業所整備数 ― ５

整備定員数 ― ９０

総事業所数 ６９ ７４

総定員数 　１，２３３ １，３２３

【整備地域】

豊橋市 豊川市 蒲郡市 新城市 田原市 設楽町 東栄町 豊根村

１ １ １ １ １ ０ ０ ０
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ｄ．その他の地域密着型サービス 担当 広域連合

　その他の地域密着型サービスについては、高齢者が中重度の要介護状態となっても住み慣
れた居宅での生活を継続するために必要なサービスとして位置づけています。家族介護者の
負担軽減や、在宅療養が必要な要介護者への支援等にもつながることから、第８期計画にお
いて、これらサービスの整備を促進します。
　サービスの整備に関しては、開設時期や整備地域を限定せずに、事業者が望む時期や地域
において、事業展開を認めることで、事業者の参入促進を図ります。

【その他の地域密着型サービス種別】

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

② 夜間対応型訪問介護

③ 看護小規模多機能型居宅介護

④ 小規模多機能型居宅介護

⑤ 認知症対応型通所介護

⑥ 地域密着型通所介護
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第７章　介護サービスの充実

（３）施設サービス等の整備方針
　施設サービスは、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院等が対象で、広域的な利用
者を想定した施設です。
　要介護高齢者には、住み慣れた自宅で、最後まで自分らしい暮らしをしたいという思いがある一方、
家族介護者の多くが、深刻な心身の疲弊を抱えている実態もあることから、施設入所の緊急度の高い
高齢者が、円滑に入所できる環境の整備を目指します。

【施設サービス等一覧】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （令和２年９月 30 日現在）

施設の種類 概　要 豊川市の
事業所数

広域内の
事業所数

老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

　常時介護が必要で居宅での生活が困難な原
則として要介護３以上の認定者に対し、施設
サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食
事等の介護その他の日常生活上の世話、機能
訓練、健康管理、療養上の世話を行う施設

8 30

介護老人保健施設

　状態が安定している要介護者が在宅復帰で
きるよう、介護老人保健施設に入所して施設
サービス計画に基づいて、看護、医学的管理
のもとにおける介護、機能訓練、その他必要
な医療、日常生活上の世話を行う施設

3 17

介護療養型医療施設

　介護療養型医療施設は、急性期の治療を終
え、長期の療養を必要とする要介護者のため
の医療施設で、施設サービス計画に基づいて、
療養上の管理、看護、医学的管理のもとにお
ける介護その他の世話、機能訓練、その他必
要な医療を行う施設

0 3

介護医療院

　地域包括ケアシステムの５要素（医療・介護・
介護予防・生活支援・住まい）のうち、介護
療養型医療施設が持つ「医療」「介護」「生活
支援」に加え「住まい」の機能を持った長期
療養を目的とした施設

2 4

特定施設入居者生活介護

　特定施設入居者生活介護（予防サービスを
含む）は、特定施設として指定を受けた有料
老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）、
養護老人ホーム等に入居している要介護者等
について、入浴、排せつ、食事等の介護その
他の日常生活上の世話、機能訓練、療養上の
世話を行うサービス

3 13

ａ．老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の整備 担当 広域連合

　第８期事業計画において、定員２９人以下の小規模特別養護老人ホームの整備により待機
者の削減を図るため、本サービスの整備は行いません。
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ｂ．介護老人保健施設の整備 担当 広域連合

　令和元年６月に実施した「施設入所等待機者調査」の結果、介護老人保健施設の待機者数は、
東三河全体で８３ 人（在宅３７ 人）でしたが、介護老人保健施設の１年間の退所者数は
１，８３７ 人（平成３０ 年１年間の実績）となっています。入退所のサイクルにより、待機
状態が長く続くことは少ないと考えられますので、第８期計画において本サービスの整備は
行いません。

ｃ．介護医療院の整備 担当 広域連合

　介護医療院は、令和５年度末に廃止予定の介護療養型医療施設（介護療養病床）の転換先
のひとつとして平成３０ 年度に創設されました。療養病床からの転換を優先する方針を継続
して、第８期計画において、個別の新規整備は行いません。

【介護療養型医療施設（介護療養病床）から介護医療院への転換分】

区　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度

転換事業所数 ― ― ３

転換病床数 ― ― １１７

総事業所数 ４ ４ ７

総定員数 ５２３ ５２３ ６４０
※介護療養型医療施設（介護療養病床）３施設が令和５年度末に介護医療院へ転換を予定しています。

ｄ．特定施設入居者生活介護
　　（介護付き有料老人ホーム等）の整備

担当 広域連合

　令和元年６月に実施した「施設入所等待機者調査」の結果、特定施設入居者生活介護の待
機者数は、東三河全体で９６ 人（在宅５５ 人）でしたが、特定施設入居者生活介護の１年間
の退所者数は１８３ 人（平成３０ 年１年間の実績）となっています。また、定員が満床になっ
ていない施設があることから、入退所のサイクル等により、待機状態が長く続くことは少な
いものと考えられますので、第８期計画において本サービスの整備は行いません。
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２．介護人材の確保と定着の支援

　東三河地域では、全国的な状況と同様に、介護人材の確保が大きな課題となっています。新たな担
い手を創出するため、ＥＰＡ（経済連携協定）等の国制度による外国人材の受入れだけでなく、外国
人定住者等を含めた、幅広い人材の雇用を促進します。そして、人材調達力などの専門性を発揮でき
るように、人材派遣のノウハウを有する民間企業等と連携した、介護事業所と介護人材をつなぐ取組
みの実施など、即効性の高い施策を推進します。
　また、介護に関する専門資格の取得支援によって、介護職員の負担軽減を図るほか、介護事業所の
管理者を対象とした人材育成研修を実施し、働きやすい職場環境の構築を支援するなど、介護人材の
確保と離職防止の双方の観点から総合的な人材確保対策を推進します。

《第７期介護保険事業計画の現状と第８期介護保険事業計画の事業方針》
　第７期介護保険事業計画では、介護職員初任者研修の受講支援補助金の交付と受講支援後に就労し、
１年以上定着した者への就労支援補助金の交付により、介護職に興味のある方や、介護事業所の初任
者の育成を支援しました。
　また、介護事業所の管理者向け研修の実施により、介護職場の環境改善を図りました。
　第８期介護保険事業計画では、民間ノウハウを活用した人材マッチングの実施や、介護事業所向け
に、外国人材の受け入れ制度等の周知を図るほか、介護支援専門員の確保と定着につながる取組みな
どにより、さらなる介護人材対策を推進します。

○第７期計画からの継続する主な施策
１）介護職員初任者研修の受講支援
２）介護事業所管理者向け人材育成支援講座の開催

○第８期計画から新たに取り組む施策
３）就労希望者と介護事業所をつなぐ人材マッチングの実施
４）外国人材の就労促進等につながる各種研修の開催
５）介護職場の魅力発見につながる情報の発信
６）介護支援専門員等の専門的な資格の取得等を支援
７）認知症高齢者等離設対策機器の導入支援

ａ．介護職員初任者研修の受講支援 担当 広域連合

　介護職員初任者研修を受講した方に対し、受講費の一部を助成します。この目的は、介護
事業所で就労するために資格を取得したい方や、家族を介護する方、又は将来に備えて介護
の知識を身に付けたい方、ボランティア活動などを通して地域で活動したい方などを支援す
ることです。また、この制度を活用し、東三河地域に所在する介護事業所で、１年以上継続
して勤務した方には、就労加算として追加で助成を行い、新たな介護人材の確保や定着を推
進します。
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ｂ．介護事業所管理者向け人材育成支援講座の開催 担当 広域連合

　介護事業所の管理者等を対象に、管理者としての意識と、役割の重要性を認識するとともに、
職員の育成や働きがいのある職場づくりを実践するため、実務能力の向上を図ります。

ｃ．民間ノウハウを活用した介護人材対策の実施 担当 広域連合

　人材派遣等のノウハウを有する民間活力を活用して、外国人材や、潜在的な有資格者・離
職者等を介護事業所の就労につなげます。また、外国人材の活用を促進するため、介護事業
所向けに、外国人材受け入れ制度の普及・啓発を図るためのセミナーの開催、介護現場の魅
力発見につながる情報発信など、民間提案に基づく、即効性の高い介護人材対策を実施します。

ｄ．介護支援専門員資格の取得支援 担当 広域連合

　介護支援専門員の有資格者の増加による、介護サービスの安定提供を確保するため、介護
支援専門員資格の取得に係る、受講手数料及び研修受講料の補助を行います。

ｅ．認知症高齢者等離設対策機器の導入支援 担当 広域連合

　介護事業所の職員の負担軽減、施設入所者の安全性の向上を図るため、位置情報検索機器
等の導入支援について検討します。介護事業所を利用する認知症高齢者等の見守りや、離設
による行方不明時の居場所を早期に確認できる体制づくりを支援します。
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３．介護保険制度の円滑な運営

　東三河広域連合では、保険者統合による安定した財政基盤のもと、ケアプランチェックや要介護認
定の平準化など給付適正化の取組みにより、東三河地域における介護サービス水準の向上を目指して
います。
　また、介護ロボットやＩＣＴ等の先端技術の活用を図ることで、介護現場における生産性の向上や
業務の効率化に取り組みます。

《第７期介護保険事業計画の現状と第８期介護保険事業計画の事業方針》
　第７期介護保険事業計画では、事業者連絡会等を通じて、市町村から事業者への情報提供が適宜な
されたことで、適正なサービス提供につながる支援を行うことができました。
　また、ケアプランチェックの実施により、自立支援に向けたケアプラン作成の支援を行ったほか、
認定調査票の全件チェックの実施や、年２回の介護給付費通知の発送など、給付適正化に関する取組
みを行いました。
　第８期介護保険事業計画では、介護サービス事業所に対して感染症対策や、災害時におけるＢＣＰ
（事業継続計画）の策定等を促進させるとともに、災害等発生時の迅速な情報共有を図ります。そして、
給付適正化に関する取組みを着実に実施することで、介護保険制度の円滑な運営に資する支援を行い
ます。

○第７期からの継続する主な施策
１）保険者から介護サービス事業所への情報提供の実施
２）居宅介護支援事業者等へのケアプランチェック及び作成支援
３）書面審査によるケアプランチェックの実施など、「新しい生活様式」を踏まえた給付適正化事

業の実施

○第８期計画から新たに取り組む施策
４）認知症高齢者等離設対策機器の導入支援

ａ．介護サービス事業者等の適正化の支援 担当 介護高齢課：地②

　介護サービス事業者への最新の情報提供をはじめ、ケアマネジャー等を対象とした研修会
の開催など、適切なサービス提供に向けた支援を実施します。

ｂ．ケアプラン作成能力向上の支援 担当 介護高齢課：地①

　ケアプラン作成時の一連のプロセスを、現場で確認・指導するとともに、ケアマネジャー
のケアプラン作成能力の向上に向けた取組みを推進します。
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ｃ．介護給付費通知による適正化 担当 介護高齢課：地①

　介護給付費通知は、介護サービス等を利用する方に、保険適用分の費用合計額や、自己負
担額をお知らせするものです。介護サービス等利用者を対象として、年２ 回、送付を行い、
事業所の報酬算定の誤りなどの発見につなげます。

ｄ．介護保険指定事業者講習会の開催 担当 広域連合

　東三河広域連合内における全ての介護事業所を対象とした講習会を開催し、適正なサービ
ス提供に必要となる各種手続きや介護保険制度を周知します。また、各事業所における非常
災害への備えや感染症対策に係る取組みを促すなど、介護サービスの質の確保と、介護給付
の適正化を図ります。

ｅ．認知症高齢者等離設対策機器の導入支援　[再掲] 担当 広域連合

　介護事業所の職員の負担軽減、施設入所者の安全性の向上を図るため、位置情報検索機器
等の導入支援について検討します。介護事業所を利用する認知症高齢者等の見守りや、離設
による行方不明時の居場所を早期に確認できる体制づくりを支援します。
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４．介護保険料

（１）介護サービスの実績と計画期間における見込量
　サービス見込量の推計にあたっては、第７期介護保険事業計画期間の利用実績をもとに、人口・要
介護認定者数の推計値や、第８期介護保険事業計画期間内に整備される施設サービスの定員数を考慮
し、各年度のサービス見込量を設定しました。

①介護予防サービスの実績と見込量

 ア．居宅介護予防サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

介護予防訪問入浴
介護

回／月 30 43 67 66 66 66 71 71
人／月 7 10 13 13 13 13 14 14

介護予防訪問看護 回／月 844 1,018 1,235 1,257 1,277 1,305 1,316 1,377
人／月 166 199 222 227 231 237 242 260

介護予防訪問リハ
ビリテーション

回／月 1,878 2,437 2,925 2,968 3,059 3,129 3,252 3,555
人／月 176 220 257 260 268 274 283 306

介護予防居宅療養
管理指導 人／月 146 183 196 200 203 210 216 233

介護予防通所リハ
ビリテーション 人／月 1,155 1,339 1,375 1,402 1,437 1,466 1,519 1,629

介護予防短期入所
生活介護

回／月 434 489 602 605 581 587 613 658
人／月 92 103 110 112 107 108 113 121

介護予防短期入所
療 養 介 護（ 老 健、
病院等）

回／月 34 32 66 71 71 71 71 82

人／月 6 6 8 9 9 9 9 10

介護予防福祉用具
貸与 人／月 3,182 3,518 3,737 3,803 3,896 3,974 4,099 4,390

特定介護予防福祉
用具購入 人／月 71 57 58 59 60 61 62 65

介護予防住宅改修 人／月 63 77 71 72 73 74 76 81
介護予防特定施設
入居者生活介護 人／月 98 103 105 107 110 112 115 127

 イ．地域密着型介護予防サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

介護予防認知症対
応型通所介護

回／月 2 16 20 19 19 19 19 19
人／月 0 3 3 3 3 3 3 3

介護予防小規模多
機能型居宅介護 人／月 23 23 20 20 21 21 21 24

介護予防認知症対
応型共同生活介護 人／月 5 6 8 8 8 8 9 9
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 ウ . 介護予防支援

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

介護予防支援 人／月 4,050 4,493 4,712 4,798 4,914 5,014 5,175 5,536

②介護サービスの実績と見込量

 ア . 居宅介護サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

訪問介護
回／月 65,138 68,232 72,390 74,955 78,231 80,897 85,685 105,013
人／月 3,059 3,004 3,019 3,112 3,232 3,329 3,501 4,152

訪問入浴介護
回／月 1,790 1,721 1,819 1,877 1,962 2,034 2,150 2,648
人／月 334 325 325 336 351 363 385 473

訪問看護
回／月 6,932 7,297 7,930 8,209 8,551 8,828 9,319 11,268
人／月 1,175 1,263 1,340 1,386 1,445 1,490 1,573 1,902

訪問リハビリテー
ション

回／月 7,249 7,692 8,762 9,077 9,429 9,703 10,218 12,432
人／月 593 641 688 713 739 759 796 955

居宅療養管理指導 人／月 2,284 2,551 2,681 2,772 2,890 2,984 3,157 3,817

通所介護
回／月 77,335 78,368 80,873 83,208 86,374 88,902 93,237 109,190
人／月 6,430 6,361 6,430 6,510 6,751 6,943 7,271 8,485

通所リハビリテー
ション

回／月 20,916 20,769 21,199 21,842 22,631 23,313 24,472 29,022
人／月 2,395 2,362 2,370 2,383 2,467 2,540 2,663 3,139

短期入所生活介護
回／月 20,446 20,693 21,780 21,722 22,272 23,071 24,099 28,400
人／月 2,125 2,109 2,093 2,088 2,136 2,208 2,301 2,680

短期入所療養介護
（老健、病院等）

回／月 1,774 1,643 1,740 1,770 1,847 1,905 1,989 2,456
人／月 251 234 246 254 265 273 286 351

福祉用具貸与 人／月 8,002 8,091 8,167 8,413 8,731 8,991 9,444 11,230
特定福祉用具購入 人／月 128 116 123 127 131 134 140 162
住宅改修 人／月 95 99 99 101 104 106 111 129
特定施設入居者生
活介護 人／月 465 487 488 490 510 525 552 665
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 イ．地域密着型介護サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護 人／月 111 124 129 172 194 199 209 242

認知症対応型通所
介護

回／月 2,320 2,191 2,230 2,281 2,368 2,425 2,565 3,057
人／月 197 185 183 187 194 199 210 250

小規模多機能型居
宅介護 人／月 250 265 280 285 300 307 327 387

認知症対応型共同
生活介護 人／月 1,101 1,129 1,159 1,207 1,283 1,315 1,366 1,542

地域密着型特定施
設入居者生活介護 人／月 15 4 0 15 15 15 15 15

地域密着型介護老
人福祉施設入居者
生活介護

人／月 643 653 660 670 714 745 790 979

看護小規模多機能
型居宅介護 人／月 118 120 129 136 140 144 155 199

地域密着型通所介護 回／月 23,881 24,151 24,519 25,124 25,988 26,714 27,926 32,823
人／月 2,215 2,225 2,245 2,264 2,339 2,401 2,503 2,916

 ウ．居宅介護支援

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

居宅介護支援 人／月 12,856 12,658 12,707 12,861 13,320 13,696 14,352 16,841

 エ．施設サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

介護老人福祉施設 人／月 2,324 2,433 2,499 2,508 2,508 2,508 2,601 2,984
介護老人保健施設 人／月 1,648 1,593 1,600 1,605 1,608 1,608 1,668 1,896
介護療養型医療施設 人／月 620 446 187 187 187 187 0 0
介護医療院 人／月 2 117 426 431 431 431 641 726

③総合事業の実績と見込量

 ア．訪問型サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

従前のサービス 件／月 1,662 1,618 1,641 1,663 1,704 1,737 1,794 1,919
広域型サービス 件／月 116 127 132 136 139 140 143 150
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 イ．通所型サービス

サービス種別
実績値 見込値 第８期計画期間中の推計値 長期的な推計値

Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 Ｒ5 年度 Ｒ７年度
（2025 年）

Ｒ22 年度
（2040 年）

従前のサービス 件／月 3,279 3,566 3,702 3,838 3,925 3,999 4,112 4,386
広域型サービス 件／月 166 248 265 281 288 295 304 321

（２）介護保険料の算定方法
　６５ 歳以上の方（第１号被保険者）が負担する介護保険料は、介護保険事業計画の見直しに伴い３
年ごとに算定します。介護保険料を算定するための大まかな流れは以下のとおりです。

①　第８期事業計画期間の介護給付費等に要する費用の総額を算定

②　①のうち、第１号被保険者の介護保険料でまかなう費用の総額を算定

③　第８期介護保険料の基準額（月額）の算定

④　所得段階別の介護保険料の算定

（３）介護給付費等に要する費用の見込み
　介護給付費等に要する費用は、以下のとおり令和３年度が約５５２億円、令和４年度が約５６８億
円、令和５年度が約５８２億円と見込んでいます。

■介護給付費等に要する費用の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

区　　分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 計

介護給付費 51,993,000 53,413,000 54,724,000 160,130,000

介護サービス給付費 47,855,010 49,313,420 50,539,900 147,708,330

介護予防サービス給付費 1,607,040 1,641,980 1,673,600 4,922,620

高額介護サービス費 1,105,570 1,120,600 1,145,100 3,371,270

高額医療合算介護サービス費 150,920 155,400 159,100 465,420

特定入所者介護サービス費 1,247,460 1,153,600 1,177,300 3,578,360

審査支払手数料 27,000 28,000 29,000 84,000

地域支援事業費 3,203,000 3,363,000 3,405,000 9,971,000

介護予防・日常生活支援総
合事業費 1,998,000 2,046,000 2,083,000 6,127,000

包括的支援・任意事業費 1,205,000 1,317,000 1,322,000 3,844,000

保健福祉事業費 3,200 34,000 35,000 72,200

介護保険サービス費総額 55,199,200 56,810,000 58,164,000 170,173,200
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国負担金
25.0%

県負担金
12.5%

広域連合
負担金
12.5%

第２号保険料
27.0%

第１号保険料
23.0%

保険料50% 公費50%

調整交付金
5%含む

国負担金
20.0%

県負担金
17.5%

広域連合
負担金
12.5%

第２号保険料
27.0%

第１号保険料
23.0%

保険料50% 公費50%

調整交付金
5%含む

国負担金
25.0%

県負担金
12.5%

広域連合
負担金
12.5%

第２号保険料
27.0%

第１号保険料
23.0%

保険料50% 公費50%

調整交付金
5%含む

国負担金
38.5%

県負担金
19.25%

広域連合
負担金
19.25%

第１号保険料
23.0%

保険料23% 公費77%

（４）介護給付費等に要する費用の財源構成
　介護給付費及び地域支援事業費に要する費用のうち、１割（一定以上所得者は２割、特に所得の高
い者は３割）はサービスを利用した本人が負担し、残りの７～９割は介護保険から支払われます。介
護保険から支払う費用のうち５０％は国、県、広域連合が公費で支払い、残りの５０％は６５歳以上
の第１号被保険者（広域連合が介護保険料を徴収）と４０歳以上６４歳以下の第２号被保険者（医療
保険と一緒に徴収）が支払う介護保険料で負担します。ただし、地域支援事業費の内、包括的支援事
業及び任意事業については、第２号被保険者負担分は公費が充てられます。
　第１号被保険者と第２号被保険者の負担割合は、全国の人口比によって定められ、第８期介護保険
事業計画期間の第１号被保険者の負担割合は２３％、第２号被保険者の負担割合は２７％で、第７期
介護保険事業計画期間と同じ割合になります。第８期事業計画期間の財源構成は、以下のとおりです。

■介護給付費、地域支援事業費の財源構成（第８期）

○介護給付費の財源構成

※居宅サービス給付費　  ： 施設等給付費以外の介護給付費
※施設等サービス給付費 ： 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設（介護医療院含む）、特定施設入

居者生活介護（介護予防）、特定施設入居者生活介護にかかる給付費、施設等サービスに係る
審査支払手数料

※介護給付費及び地域支援事業の調整交付金は 3.48％で見込む。

居宅サービス給付費 施設等サービス給付費

介護予防・日常生活支援総合事業費 包括的支援事業及び任意事業費

○地域支援事業費の財源構成

○保健福祉事業費の財源構成

　第１号保険料　100％

第７章　介護サービスの充実
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× ＋ ×

＋ ＋ −

÷ ÷ ÷ ＝

− ＝

第８期介護保険
事業計画期間

における
介護給付費総額

（160,130,000千円）

第１号被保険者
の負担率

（23.0%）

第８期介護保険
事業計画期間

における
地域支援事業費総額

（9,971,000 千円）

第１号被保険者
の負担率

（23.0%）

第８期介護保険
事業計画期間

における
保健福祉事業費総額
（72,200 千円）

第８期介護保険事業
計画期間における
財政調整交付金

（給付費等の 5.0%）
（8,312,850 千円）

第８期介護保険事業計画期
間における財政調整交付金

交付見込額
（実際の交付割合 3.48%）

（5,779,941 千円）

①第１号被保険者の
保険料でまかなう

費用総額
（41,728,339 千円）

予定保険料
収納率

（99.1%）

補正
被保険者数

（644,233 人）
12 ヵ月 5,447 円

②必要保険料
基準月額

（5,447 円）

介護給付費等準備基金
取り崩しによる抑制

（457 円）

保険料基準月額
4,990 円

（５）第８期介護保険料の算定
　第８期介護保険事業計画期間の第１号被保険者の介護保険料は、以下のとおり算定します。

①第１号被保険者の保険料でまかなう費用総額

※財政調整交付金は、後期高齢者人口の比率や高齢者の所得水準による保険料水準の格差を調整するために、国から交付
されるものです。財政調整交付金が増減すると、連動して第 1 号被保険者の負担割合も増減します。なお、東三河広域
連合では交付割合を平均 3.48% と想定して算出しています。

②必要保険料基準月額

※予定保険料収納率は、東三河８市町村の過去３年間の加重平均を設定しています。
※補正被保険者数は、基準額に対する保険料率を各所得段階の人口に掛け合わせたもので、年度ごとに補正被保険者数を

算出した３年間の合計値です。

③介護保険給付費等準備基金による保険料基準月額の軽減
　介護保険の健全かつ円滑な運営を図るため東三河広域連合では、介護保険給付費等準備基金を設
置しています。第８期介護保険事業計画期間は、基金を約 35 億円活用することで、保険料基準月額
457 円の軽減を図ります。

※第８期介護保険事業計画より、東三河広域連合に基金が一本化されていることから、構成市町村の保険料基準月額が統
一となります。
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④第８期介護保険料の所得段階区分及び保険料率
　第８期介護保険事業計画では、低所得者層の負担軽減に配慮するとともに、保険料の上昇を抑制す
るため、所得段階区分の細分化を行うなど、被保険者の負担能力に応じた保険料を設定します。

 ア．低所得者層の保険料率の軽減
　第２段階の方の保険料率を国標準の０．７５から０．６５、また第４段階の方の保険料率を国標準の
０．９０から０．８５にすることで、低所得者層の方の負担を軽減します。

 イ．課税層の多段階設定（第９段階の細分化）
　負担能力に応じた保険料負担の観点から、第７期介護保険事業計画期間同様に国標準の第９段階目
を４段階に細分化して、第１０段階から第１２段階を設定します。第１０段階は「本人が市町村民税
課税で、合計所得金額が５００万円以上７５０万円未満の方」、第１１段階は「本人が市町村民税課
税で、合計所得金額が７５０万円以上１，０００万円未満の方」、第１２段階は「本人が市町村民税課
税で、合計所得金額が１，０００万円以上の方」の所得要件を満たす方とします。
　また、第１０段階の保険料率を１．８０、第１１段階の保険料率を２．００（第７期は１．８０）第
１２段階の保険料率を２．２０（第７期は２．００）に設定します。

■国標準と広域連合第８期事業計画の比較

＜国標準＞

段　階 第１
段階

第２
段階

第３
段階

第４
段階

第５
段階

第６
段階

第７
段階

第８
段階

第９
段階

保険料率 0.50 0.75 0.75 0.90 1.00 1.20 1.30 1.50 1.70

＜広域連合＞

段　階 第１
段階

第２
段階

第３
段階

第４
段階

第５
段階

第６
段階

第７
段階

第８
段階

第９
段階

第 10
段階

第 11
段階

第 12
段階

保険料率 0.50 0.65 0.75 0.85 1.00 1.20 1.30 1.50 1.70 1.80 2.00 2.20

⑤所得段階別の介護保険料
　第８期介護保険事業計画の介護保険料は、保険料基準額に所得段階別の保険料率を乗じて算定しま
す。なお、介護保険法施行規則の改正を考慮し、第７段階から第９段階を区分けする基準所得金額を
以下のとおり変更します。

■保険料段階を区分する基準所得金額の一部変更

区分する段階 基準所得金額（第７期） 基準所得金額（第８期）

第７段階と第８段階 200 万円 210 万円

第８段階と第９段階 300 万円 320 万円

第７章　介護サービスの充実
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■所得段階別の介護保険料

段　階 対　象　者 保険料率 保険料年額
(保険料月額)

第１

・生活保護を受けている方
・老齢福祉年金を受けている方で、世帯全員が市町村民
税非課税の方
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及
び合計所得金額との合計額が 80万円以下の方

基準額
× 0.50

29,940 円
（2,495 円）

第２
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及
び合計所得金額との合計額が 80万円を超え、120 万
円以下の方

基準額
× 0.65

38,922 円
（3,243 円）

第３
・世帯全員が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及
び合計所得金額との合計額が 120 万円を超える方

基準額
× 0.75

44,910 円
（3,742 円）

第４
・本人が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合
計所得金額との合計額が 80万円以下の方

基準額
× 0.85

50,898 円
（4,241 円）

第５
・本人が市町村民税非課税で、課税年金収入金額及び合
計所得金額との合計額が 80万円を超える方

基準額
59,880 円
（4,990 円）

第６
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 120 万円未
満の方

基準額
× 1.20

71,856 円
（5,988 円）

第７
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 120 万円以
上 210 万円未満の方

基準額
× 1.30

77,844 円
（6,487 円）

第８
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 210 万円以
上 320 万円未満の方

基準額
× 1.50

89,820 円
（7,485 円）

第９
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 320 万円以
上 500 万円未満の方

基準額
× 1.70

101,796 円
（8,483 円）

第 10
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 500 万円以
上 750 万円未満の方

基準額
× 1.80

107,784 円
（8,982 円）

第 11
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 750 万円以
上 1,000 万円未満の方

基準額
× 2.00

119,760 円
（9,980 円）

第 12
・本人が市町村民税課税で、合計所得金額が 1,000 万円
以上の方

基準額
× 2.20

131,736 円
(10,978 円 )

※下線部分が第 7 期事業計画期間からの変更箇所です。
※各段階における保険料月額は、保険料年額を 12 で割った参考値（円未満の端数は切捨て）です。
※「合計所得金額」は、土地・建物等の譲渡所得に係る特別控除額（租税特別措置法第 33 条の 4 第 1 項若しくは第 2 項、

第 34 条第 1 項、第 34 条の 2 第 1 項、第 34 条の 3 第１項、第 35 条第 1 項、第 35 条の 2 第 1 項、第 35 条の 3 第
1 項又は第 36 条の規定の額）を控除して得た額です。

※第 1 段階から第 5 段階までの「合計所得金額」は、課税年金の所得金額（所得税法第 35 条第 2 項第 1 号に規定の額を
いう。以下同じ。）及び当該合計所得金額に給与所得（所得税法第 28 条第 1 項の金額をいう。以下同じ。）が含まれて
いる場合には、当該給与所得の金額（租税特別措置法第 41 条の 3 の 3 第 2 項の規定による控除が行われている場合に
は、当該控除額を加えた額）から 10 万円を控除して得た額です。

※第 6 段階以上の「合計所得金額」に、給与所得又は課税年金の所得金額が含まれている場合には、当該給与所得又は課
税年金の所得金額の合計額から 10 万円を控除して得た額です。
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⑥第１段階から第３段階の方の介護保険料の軽減について
　第８期介護保険事業計画期間において、保険料所得段階の第１段階から第３段階の方については、
国の制度により保険料の軽減を図ります。軽減を行う幅については、第７期介護保険事業計画期間と
同様に、国の基準の範囲内で定めます。なお、保険料軽減分の財源は公費の投入により、国が２分の１、
県が４分の１、広域連合が４分の１の割合で負担します。

■公費投入による介護保険料の軽減

軽減後の保険料率 軽減後の保険料年額
（軽減後の保険料月額）

第１段階 保険料率　0.50　→　0.30 17,964 円
（1,497 円）

第２段階 保険料率　0.65　→　0.50 29,940 円
（2,495 円）

第３段階 保険料率　0.75　→　0.70 41,916 円
（3,493 円）

※各段階における保険料月額は、保険料年額を 12 で割った参考値です。

第７章　介護サービスの充実
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第８章　計画の推進体制第８章　計画の推進体制

１．本計画の推進体制・進行管理

　本計画の各施策の状況については、「地域包括ケア推進協議会」で定期的に評価や意見をいただき
ながら進行管理を行う体制をとります。なお、個々の事業については、市担当課において毎年度実施
状況を確認して、その内容や実施方法について評価し、改善を図ります。

地域包括ケア推進協議会

　地域包括ケア推進協議会は、本計画が進めようとする地域包括ケアシステムの構築に向け、関係多
職種が参画して協議します。
　地域ケア会議で出された地域課題は、地域包括ケア推進協議会作業部会で解決に向けた検討を行い、
その結果を受けて地域包括ケア推進協議会が施策化及び各事業の評価、長期的な目標の検討を行いま
す。
　また、高齢者相談センター（地域包括支援センター）の活動報告、設置、変更、廃止などの事前検討、
公正かつ中立的な運営を確保しているかどうかなどについて協議します。

■本計画の推進体制イメージ図

○ 地域包括ケア推進協議会

○ 地域包括ケア推進協議会作業部会

○ 地域ケア会議
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第８章　計画の推進体制

２．ＳＤＧｓへの取り組み

　ＳＤＧｓは、２０１５年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェン
ダ」に記載された２０１６年から２０３０年までの国際目標です。１７のゴールと１６９のターゲッ
ト、これらの進捗状況を測るインディケーターで構成され、地球上の誰一人として取り残さない社会
の実現を目指し、世界共通の目標として経済・社会・環境の諸課題を統合的に解決することの重要性
を示しています。様々な国・地域で取り組みが始まっており、日本も積極的に取り組んでいます。本
計画の中間見直しでは、主に、３「すべての人に健康と福祉を」と１７「パートナーシップで目標を
達成しよう」の目標の達成に貢献できるよう、施策を推進します。

 ３　「すべての人に健康と福祉を」
　あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

 17　「パートナーシップで目標を達成しよう」
　持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナー
シップを活性化する

95



資料編資料編

１．計画見直しの経緯

年月日 検討事項等

令和元年８月１６日

高齢者等実態把握調査（東三河広域連合）

○アンケート詳細
　高齢者のニーズ・心身の状況・介護サービスの利用状況等について調査
調査期間　令和元年８月１日～８月１６日
調査区分　①一般高齢者　　　１５，０００ 人
　　　　　②要介護等高齢者　１２，０００ 人

令和２年６月１３日

令和２年度第１回　豊川市地域包括ケア推進協議会　作業部会（書面開催）

○豊川市高齢者福祉計画の中間見直しについて

令和２年１１月１９日

令和２年度第１回　豊川市地域包括ケア推進協議会

○豊川市高齢者福祉計画の中間見直しについて

令和３年１月６日
～

令和３年２月５日

豊川市高齢者福祉計画中間見直しパブリックコメント

○パブリックコメント詳細
　意見等の募集期間　令和３年１月６日～２月５日
　資料閲覧場所　　　豊川市役所福祉部介護高齢課はじめ１２箇所

令和３年１月 12 日

令和２年度第２回　豊川市地域包括ケア推進協議会　作業部会（書面開催）

○豊川市高齢者福祉計画の中間見直しについて
※パブリックコメント資料の確認

令和３年２月２５日

令和２年度第２回　豊川市地域包括ケア推進協議会

○豊川市高齢者福祉計画中間見直しパブリックコメントの結果について
○豊川市高齢者福祉計画中間見直しの承認について
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